
     日薬総発第６号 

令和７年６月27日 

 

 都道府県薬薬剤師会担当役員殿 

   

日 本 薬 剤 師 会 

担当副会長 荻野 構一 

 

「災害医療・薬事対応に関する研修プログラム」の 

研修プラットフォーム提供開始のご案内及び研修の実施について（依頼） 

 

平素は、本会会務につき格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、本会はこのたび、災害時の医療提供に関する基本的な知識の習得を目的と

して、標記研修プログラムを作成し、今般、「日本薬剤師会研修プラットフォーム

（日薬ＰＦ）」を通じて提供を開始いたしましたのでお知らせいたします。 

災害発生時には、地域の医薬品提供施設として薬局機能を維持するとともに、

行政および関係各所と連携し、避難所への協力等、被災状況に応じた対応ができる

体制整備を進めることが重要となります。本教材は、その一助として、被災地の薬

局・薬剤師及び被災地支援を行う薬剤師が理解しておくべき通常医療との違いなど

の基本的な知識の習得を目的に作成したものです。災害大国でもある我が国におい

ては、災害支援に携わるか否かにかかわらず、災害発生に備え、多くの薬剤師に受

講いただきたい内容となっております。 

 つきましては、貴都道府県における薬剤師（会員及び非会員）を対象とした研修

について、貴会において日薬ＰＦでの研修実施に向けてご調整いただきますようお

願いいたします。研修プログラムの提供に当たっては、別添の取扱要領をご参照く

ださい。 

なお本教材は、厚生労働省令和６年度「薬剤師の資質向上等に資する研修事業」

により作成したものです。作成にあたり多くの薬剤師会の皆様方よりアンケート調

査にご協力を賜りましたことに御礼申し上げます。 

 
○日本薬剤師会研修プラットフォームのご案内 
トップページ > 日本薬剤師会の活動 
https://www.nichiyaku.or.jp/activities/PF/index.html 
別添１．災害医療・薬事対応に関する研修プログラム 取扱要領 
別添２．プログラム概要 



別添 1 
災害医療・薬事対応に関する研修プログラム 

（令和６年度厚生労働省事業） 
取扱要領 

 
日本薬剤師会が作成した標記研修プログラム（e-ラーニングコンテンツ）について、

都道府県薬剤師会における取扱や、都道府県下の薬剤師（会員・非会員）への提供にあ
たり留意頂きたい事項を本要領に定めます。 
 
1. プログラム名（研修プラットフォーム上の登録名） 

コピー元_【令和６年度厚労省事業】災害医療・薬事対応に関する研修プログラム_令
和７年度受講用 
 （研修 ID. 1589） 
 
プログラム名に関する補足 
●研修プラットフォーム上で日薬作成のコピー元の研修かわかるよう、プログラム名の
先頭に「コピー元」を付けております。コピー元を直接編集する行為は厳におやめいた

だき、まずは都道府県薬剤師会にて当該研修をコピーしてください。コピー方法やコピ
ー後の研修名変更方法は下記「5. プログラム提供方法」を必ずご確認ください。 
●本研修プログラムを令和７年度に受講した受講者が、研修を年 1 回受講する目的で、
令和８年度にも研修を受講する場合が考えられます。 

研修プラットフォームの仕様として、当該研修の修了日は固定されるため、再度当該
研修を年 1 回受講したとしても受講が確認出来ません。また修了証の発行体制を取っ
ている場合は、修了日は固定された日付での発行となります。 

このため、年１回の受講が確認できる体制や、年 1 回ずつ新たな日付で修了証を必要
とされる場合を想定し※、プログラム名の末尾に、本年度公開時には「令和７年度受講
用」を記載、次年度以降の公開時には「令和〇年度受講用」として、毎年改めて設定し、
公開をお願いいたします。 
※上記、本研修に係る「薬局に求められる体制」については、令和７年６月 27 日付日
薬業発第 94 号をご参照ください。 
 
 
2. 内容・コンテンツ 

別添２の通り。 
 



3. プログラム提供開始日 
令和７年６月 27 日 

 
4. プログラム提供終了日 

研修プラットフォームの研修登録画面では申込終了日・開催終了日が令和 10（2028）
年 3 月 31 日と表示されます。本会の判断により一部コンテンツの差し替え・更新、提
供終了日（申込終了日・開催終了日）の変更等を行う場合があります（例：更新版の研
修を研修プラットフォーム上で別途設定した場合に、更新前の研修を表示より早期に提
供終了する場合など）。 
 
5. プログラム提供方法 

日本薬剤師会研修プラットフォームを通じた提供（※）。 
 
①管理画面上からコピー・編集することで、県薬のプログラムとして県下ユーザーに

対して提供が可能です。管理画面上での操作手順については、令和６年３月 28 日
付け日薬発第 313 号「管理システム操作マニュアル」の「３．研修登録 ■過去の
研修をコピーして使用する方法 ［都道府県薬剤師会向け］日薬作成オンデマンド
コンテンツ（e-ラーニング）を都道府県薬の研修としてコピーして研修を行う場合」
（P.26）をご参照ください。 

②コピーして登録する際の研修名は、管理システム操作マニュアル「３．研修登録 ■
研修基本情報の入力１（P.15）」の「研修名」の命名規則に従い、作成・提供してく
ださい。 
・「〇〇県_【令和６年度厚労省事業】災害医療・薬事対応に関する研修プログラム
_令和〇年度受講用」 

③コピー・編集時の注意点として、「研修情報資料」や「講義資料」は引き継がれませ
ん。コピー元の研修または別添２の各研修項目に掲載のクリップマークよりダウン
ロードの上、「研修情報資料」及びそれぞれのレッスンに「講義資料」をご登録く
ださいますようお願いいたします。 

 
【注意】 

次年度、令和８年度受講用の研修を公開する際には、令和７年度に公開した研修が
重複して公開されないよう設定の確認が必要です。令和７年度に公開した研修の「受
付期間」、「提供終了日」を、令和８年度受講用研修の「公開日よりも前の日付」を設
定してください。ただし、公開設定を「非公開」にすると、受講者画面から修了状況
が確認できなくなるため、「非公開」にはしないでください。 



  ※マニュアルは、JPA 文書管理ネットにも掲載しております。 
 「JPA 文書管理ネット ＞ 10 研修プラットフォーム ＞ 1 マニュアル」 

 
6. 修了証 

受講者が研修を修了した事実を客観的に確認できるように、修了証は発行することが
望ましいと考えられます。修了証の発行方法は各県でご検討ください（研修プラットフ
ォーム上での発行、あるいは、郵送等その他の方法での発行）。 

なお、研修プラットフォームで修了証を発行する場合には、各都道府県薬剤師会にて
テンプレートを設定してください。管理システム操作マニュアル「12．発行書面 ■発
行書面の設定（P.74〜）を参照してください。 
 
7. プログラム提供にあたっての留意点 

※ 本プログラムは、厚労省予算事業として活用状況を把握する必要があることから、
一部パートを削除したりせず、基本的にはそのまま提供してください。なお、独自
コンテンツ等の「追加」は差し支えありません。 
例 1： 独自に作成した e-ラーニングを「追加」する。→可 
例 2： 冒頭に県薬会⻑の挨拶を「追加」する。→可 
例 3： プログラム中の「災害医療・薬事対応の基本 2」を「削除」する。→不可 

 
8. プログラム提供範囲・視聴料等 

本プログラムについては、厚労省予算事業を活用して作成しております。広く薬剤師
への展開を図る観点より、研修プラットフォームを利用した研修プログラムについては
会員・非会員の別を問わず無料にて提供してください（会員のみの提供は不可）。なお、
修了証の印刷・発送費等の経費が発生する際には、それらに係る費用について、受講料
を設定することは問題ありません（上記 6.のとおり、日薬 PF で修了証設定が可能で
す）。 
 
9. 本会担当者 
担当常務理事 山田 卓郎 
担当事務局  
＜研修プログラムの内容について＞ 
総務課 直通電話番号：０３−５３１５−０１２７ 
メールアドレス：kaiin@nichiyaku.or.jp 
＜研修プラットフォームの操作等について＞ 
生涯学習支援課 直通電話番号：０３−３３５３−１１９２ 
メールアドレス：pf@nichiyaku.or.jp （研修プラットフォーム担当事務局） 



【プログラム概要】

コンテンツタイトル 前/後編 項目 目標 講師

①災害とは 〇災害の種類・定義を知る
〇被災地のイメージが出来る

②災害医療とは 〇平時と災害時の医療の違いを知る

③災害医療提供体制 〇災害対応の根拠を知る
〇災害医療提供体制を知る

④災害対応機関・組織・団体 〇災害時に対応する機関や組織・チームを知る

⑤災害対応（支援・受援）とは 〇「支援」と「受援」の違いを知る
〇災害対応における基本原則と心理的反応を知る

⑥災害対応の基本
（準備・対応・復興復旧）

〇過去の事例を通してフェーズに応じた災害対応の基本を
知る

⑦災害支援における活動原則
（共通言語）

〇CSCATTT／CSCAPPPを知る
〇個人での活動原則を知る

⑧災害医療の教育・研修会 〇災害時の役割に応じた知識と研修会を知る

①災害対応の根拠と制度
（災害医療提供のための法制度
等）

〇我が国の災害医療提供のための法制度を理解する
〇災害救護活動のフェーズと他職種連携・支援体制につい
て説明できる
〇災害時の医療救護活動のフェーズ（超急性期~慢性
期）と薬事対応について理解できる
〇災害周期の変化に対応しながら多職種、多機関と連
携・協働の上、薬事ケアの提供を継続する必要性を理解で
きる

②災害時における薬剤師の役割
（臨床：災害時の調剤等）

〇災害支援薬剤師が確立するCSCAを説明できる
〇保険処方箋と災害処方箋の違いを説明できる 
〇災害時の調剤の場所を説明できる
〇救護所の仮設調剤所での活動を実践できる
〇被災病院での薬事支援を実践できる

③災害時における薬剤師の役割
（公衆衛生：避難所での対応等）

〇災害支援薬剤師が確立するCSCAを説明できる
〇避難所の種類や運営に係わる部署を挙げられる
〇避難所生活での問題点を列挙できる
〇スフィア基準の基本理念を説明できる
〇災害関連死を防ぐTKBについて説明できる
〇避難所の環境維持に必要な検査項目を列挙できる
〇学校環境衛生基準を指標に適切な助言ができる

④災害時における薬剤師の役割
（災害薬事コーディネーター）

〇災害薬事コーディネーターが確立するCSCAを説明できる
〇急性期に被災状況を把握する項目を列挙できる
〇災害薬事コーディネーターの定義を説明できる
〇保健医療福祉調整本部での活動を説明できる
〇地域保健医療福祉調整本部での活動を説明できる

⑤災害時の薬剤師の役割
（薬剤師会・病院薬剤師会）

〇薬剤師会が確立するCSCAを説明できる
〇災害の現状分析と活動目標を立てることができる
〇災害支援に関する情報管理と資源管理ができる
〇不確実な災害状況に対応するための意思決定ができる
〇支援者の「心のケア」について組織として対応できる
〇過去の災害での薬剤師会の活動を知る

⑥災害に備える業務持続計画
（BCP）

〇事業持続計画（BCP: Business Continuity 
Plan）について説明できる
〇BCPと災害対策マニュアルの相違について説明できる
〇業務継続マネージメント（BCM: Business 
Continuity Management）の重要性を理解できる
〇BCP作成のための重要ポイントを列挙できる
〇地域持続計画（District Continuity Plan: DCP）
について説明できる

⑦災害時の災害対策マニュアル
〇災害対策マニュアルとBCPの相違について説明できる
〇災害対策マニュアルのコンセプトを説明できる
〇マニュアルの改訂ポイントを説明できる

⑧おわりに

災害医療において、被災地の薬局・薬剤師及び被災地支援を行う薬剤師が理解しておくべき
通常医療との違い等の基本的知識について学習する

災害医療・薬事対応に関する研修プログラム
（令和６年度厚生労働省事業）

【前編】

［講義時間］
47：31

【後編】

［講義時間］
39：46

災害医療・薬事対応の基本　
２

兵庫医科大学
危機管理医学講座　

特任助教

渡邉　暁洋

福岡大学薬学部　
救急・災害医療薬学
研究室　教授　

江川　孝

【前編】

［講義時間］
39：02

災害医療・薬事対応の基本　
１

【後編】

［講義時間］
1：04：43

※本項の14分35秒～15分43秒までの約1分間（スライド19枚目、20枚
目）について、講師の強い希望により、実際の災害時傷病者の写真が多数
使用されています。研修の性質上、コンテンツ早送り等はできません。
ショックを受ける方もおられると思われるため、予めお伝えいたします。




災害医療・薬事対応の基本１
-前編-


兵庫医科大学危機管理医学講座
特任助教 渡邉 暁洋
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災害とは
【獲得目標】


〇災害の種類・定義を知る
〇被災地のイメージが出来る







災害とは（災害対策基本法より）


• 第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義
は、それぞれ当該各号に定めるところによる。


• 一 災害 暴風、竜巻、豪雨、豪雪、洪水、崖崩れ、土石
流、高潮、地震、津波、噴火、地滑りその他の異常な自然
現象又は大規模な火事若しくは爆発その他その及ぼす被害
の程度においてこれらに類する政令で定める原因により生
ずる被害をいう。


起こった事象に対して
地域の対応能力によって災害と認識
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災害とは・・・


人と環境との生態学的な関係における広
範な破壊の結果、被災社会がそれと対応す
るのに非常な努力を要し、被災地域以外か
らの援助を必要とするほどの規模で生じた
深刻かつ急激な出来事


〔S.W.A.Gunn：災害医学用語事典 和・英・仏・西語，へるす出版，1997より〕5







災害の種類


• 自然災害
• 地震、火山噴火災害、風水害、旱魃、感染症等


• 人為的災害
• 戦争難民、テロ、多重事故、列車事故、火災等


• 特殊災害
• マスギャザリング
• CBRNE


• 化学 (chemical)・生物 (biological)
• 放射性物質 (radiological)・核 (nuclear)
• 爆発物 (explosive) 6







〔演者撮影〕
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〔演者撮影〕
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〔演者撮影〕
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〔演者撮影〕
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災害の種類（発生形態・持続時間）
持続時間(duration)発生形態（on set)


短時間 ： 地震 竜巻 交通事故など突発型 ： 地震 噴火 鉄砲水


長期間 ： 干ばつ 紛争 原発事故遅延型 ： 洪水 干ばつ 紛争


地方型都市型
人口密度が低い人口密度が高い人口密度
被災者発生率は少ない多数被災者が発生しやすい被災者
分散（畑と住宅）複雑で密集


＊高層ビルから地下街まで
＊工場と住宅が混在


建築物


交通の便が悪い交通網が発達交通
病院が少ない病院が多い医療施設数
孤立しやすいアクセスしやすい外部からの支援


都市型と地方型の特徴
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M
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災害
急性期


亜急性期


慢性期


復興期


準備期


災害救助法災害対策基本法


被災者生活再建
支援法


救命・救助
初期治療


集中治療
疾病管理・予防


医療機関の耐震化
緊急時備蓄
教育訓練


超急性期
準備 対応


復旧・復興


疾病管理・予防
メンタルケアメンタルケア


健康的生活の再建・構築


災害における根拠と対応


12







〔内閣府ウェブサイト：防災情報のページ（https://www.bousai.go.jp/oukyu/hinanjouhou/r3_hinanjouhou_guideline/）より〕
13







マイ・タイムライン


©Hyogo Medical University, All rights reserved. 〔西宮市役所ウェブサイト：台風や大雨の対策と日頃の備え
（https://www.nishi.or.jp/kurashi/anshin/bosaijoho/kateinotaisaku/fusuigai_sonae/fusuigai.files/mytimeline.pdf）より〕
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真備の浸水被害
 降水量：約320㎜（7/5～7）
 浸水範囲：8.28㎢
 浸水総量：15.3×10⁶㎥
 町の心臓部が水没/国道・井原鉄道も被災


岡山県では100年に一度の大雨
＜高知県の降水量：3～4年に一度
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災害対応とは？
• 救助: 災害で被災した人々を助け、命を守る活動


• 復旧: 災害で被った被害を修復し、生活を元に戻す活動


• 支援: 被災した人々に必要な物資やサービスを提供し、生活を
支える活動


• 災害対応は、関係機関が連携して迅速かつ的確に行うことが重
要です。近年では、災害の激甚化や頻発化に伴い、より高度な
災害対応が求められています。
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災害医療とは
【獲得目標】
〇平時と災害時の医療の違いを知る







災害医療とは
• 「被災者の探査・救出活動と救急搬送という病院前救護から始


まって、医療機関における救急医療、医療機関間の情報交換と
連携・転院搬送、検案と遺体管理、避難所における保健衛生と
医療、疫学的調査に基づくプライマリーケア、災害弱者へのケ
ア、被災者の心のケア、2次的健康障害の予防、中長期的な地
域医療の再建とその支援、保健医療 サービスに要するコストな
ど広範囲かつ多彩な内容を含む医療」であるとされる


災害医療とは、地震や台風、豪雨などの自然災害、大規模事故、テロをはじめとする大事件の発生
時に行われる医療です。災害医療の目的は、防ぎえた災害死（preventable disaster death）をなくす
ことです。


〔新潟大学法学会：法令理論，第44巻，第2・3号，2012より抜粋〕
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災害医療と平時医療の比較
バランス


平時 災害時


アンバランスの是正


アンバランス


被災すると


災害医療
24







災害医療体制の整備によって
平時の救急医療であれば救える命を


できるだけ失わないようにする努力が必要である。


「多数の負傷者に対して最大多数に最良の医療を提供する」
（ To do greatest good for the greatest number of victims）


現有する有限な医療資源（人的，物的）を最大限に活用しても，
全ての患者に対して最善の医療が施せない状況


個々の患者にとっては必ずしも最良の医療が提供されない場合もあり得る


災害医療の最終目的


防ぎえた災害死・災害関連死・健康被害を無くす！
健康危機管理も含む 25







災害医療提供体制
【獲得目標】


〇災害対応の根拠を知る
〇災害医療提供体制を知る







防災基本計画


･各種防災計画の基本


･災害等に関する科学的研究の成果、発生した災
害の状況や地震防災応急対策の効果を反映


･総合的・長期的計画、防災業務計画
・地域防災計画において重点をおくべき分野


中央防災会議


防災業務計画


･所掌事務・業務に関する計画


･地域防災計画作成の基準（指定行政機関）


地域防災計画


･地域の実情に即した計画


･地域の災害に関する措置等についての計画


策定
実施


指定行政機関
指定公共機関


･中央省庁
･日銀、日医、日赤、NHK、NTT等


策定 実施 実施策定


防災計画の体系


知事
市町村長


都道府県防災会議
市町村防災会議


〔内閣府ウェブサイト：防災情報のページ（https://www.bousai.go.jp/taisaku/keikaku/index.html）より作成〕
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医療法における医療計画
• 都道府県は、基本方針に即して、かつ、地域の実情に応じて、当該都


道府県における医療提供体制の確保を図るための計画（以下「医療計
画」という。）を定めるものとする。


イ、救急医療
ロ、災害時における医療
ハ、そのまん延により国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれ


がある感染症がまん延し、又はそのおそれがあるときにおける医療
ニ、へき地の医療
ホ、周産期医療
ヘ、小児医療（小児救急医療を含む。）
ト、イからヘまでに掲げるもののほか、都道府県知事が当該都道府県に


おける疾病の発生の状況等に照らして特に必要と認める医療
28







医薬品等の供給確保については、厚生労働省防災業
務計画により各都道府県において策定することに努
めるとされている
「医薬品等の供給、管理等のための計画」に基づい
て体制を整えておくこと。 


医薬品等の確保体制の整備


都道府県の計画に基づき、市区町村が対応計画を策定している。
29







阪神・淡路の教訓
• 災害医療を担う病院がなかった。


• 災害拠点病院


• 急性期の被災地における医療支援が欠落していた。
• ＤＭＡＴ


• 重症患者の広域搬送が行われなかった。
• 広域医療搬送計画


• 医療情報が全く伝達されなかった。
• 広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）
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厚生労働省が定めた災害拠点病院の指定要件


1. 24時間緊急対応し、災害発生時に被災地内の傷病者等の入れ及び搬出を行うことが可能な体制を
有すること。


2. ヘリコプターによる傷病者、医療物資等のピストン輪送を行なえる機能を有していること。 


3. 災害派遣医療チーム(DMAT)を保有し、その派遣体制があること。


4. 救命救急センターもしくは第二次救急医療機関であること。


5. 地域の定期的な訓練を実施すること。


6. ヘリコプター搬送の際には、同乗する医師を派遣できることが望ましい。


・令和６年４月１日現在までに776病院（基幹災害拠点病院63病院、地域災害拠点病院713病院）を指定。
・地域災害拠点病院は、原則として２次医療圏に１か所設置する。


〔災害時における初期救急医療体制の充実強化について：平成8年5月10日付け健政発第451号より〕31







厚生労働省が定めた災害拠点病院の指定要件


1, 入院患者については通常時の2倍，外来患者については通常時の5倍程度に対応可能な
スペース及び簡易ベッド等の備蓄スペースを有することが望ましいこと。


２，病院機能を維持するために必要な全ての施設が耐震構造を有することが望ましい。


３，通常時の6割程度の発電容量のある自家発電機等を保有し、3日分程度の燃料を確保
しておくこと。


４，災害時の診療に必要な水を確保すること。（受水槽、井戸、給水協定の締結等）


〔災害時における医療体制の充実強化について：平成24年3月21日付け医政発0321第2号より〕
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DMATの意義


↑ 24時間 48時間
発災


従来の医療救護班の到着


救命医療のニーズ
後方搬送のニーズ


避けられた死


DMAT
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DMAT(Disaster Medical Assistance Team)


• DMATとは
「災害急性期に活動できる機動性を持ったトレーニングを


受けた医療チーム」


平成13年度厚生科学特別研究
「日本における災害時派遣医療チーム(DMAT)の


標準化に関する研究」報告書
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現場医療活動


災害現場


災害拠点病院


トリアージ、応急処置


患者の入院・治療


救出


被災地域 被災地域外


災害拠点病院


広域医療搬送


・医療救護班派遣


・医薬品供給


・患者受け入れ


ＤＭＡＴ派遣


我が国の災害医療体制
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〔大規模災害時の保健医療活動に係る体制の整備について：平成29年7月5日付け科発0705第3号ほかより〕
36







〔大規模災害時の保健医療福祉活動に係る体制の整備について：令和4年7月22日付け薬生発0722第1号ほかより〕
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災害対応機関・組織・団体
【獲得目標】
〇災害時に対応する機関や組織・チームを知る







〔厚生労働省ウェブサイト（ https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/000478174.pdf ）より〕
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DMAT
• 災害派遣医療チームDisaster Medical Assistance Team
• 災害発生から48時間以内に活動できるよう訓練された医療チーム
• 医師、看護師、業務調整員から構成され、災害現場でトリアージ


（治療の優先度を決めること）、重症患者の治療、地域の病院支援、
広域搬送などを実施する。


• 避難所の公衆衛生、被災者の栄養状態や医療ニーズの把握と対処、
医療機関への引き継ぎまで、活動範囲は多岐にわたる。
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DPAT
• 災害派遣精神医療チームDisaster Psychiatric Assistance Team
• 災害発生時の精神医療ニーズに対応するチーム
• 精神科医、看護師、業務調整員のほか、児童精神科医、薬剤師、


保健師などで構成され、被災地域の精神保健医療機能の低下や
災害ストレスによる精神的問題に対応する。


• 被災地域の都道府県からの派遣要請に基づき招集され、厚生労
働省とストレス・災害時こころの情報支援センターの支援のも
と、被災地域の精神保健医療ニーズの把握、ほかの保健医療体
制との連携、精神科医療の提供などをおこなう。
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JMAT
• 日本医師会災害医療チーム
• DMATと入れ替わるように被災地に入り、医療支援や健康管理を担当。
• 医師、看護師、事務職員などから構成され、地元医師会を中心とした連


絡会の立ち上げや避難所の状況把握と改善、在宅患者・避難者の医療・
健康管理などをおこなう。


• 避難所などや医療支援空白地域を巡回し、健康状態や栄養状態、公衆衛
生状態などをチェックし、改善の助言指導を行う、被災地の医療関係者
間の連絡調整や医療ニーズの引き継ぎを行う。


• 1チームにつき3日から1週間滞在し、災害の規模によっては複数チーム
で数ヶ月にわたり支援することもある。
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DHEAT
• 災害時健康危機管理支援チームDisaster Health Emergency 


Assistance Team
• 1チーム5名程度で編成される。公衆衛生医師・保健師のほか、


薬剤師・臨床検査技師・管理栄養士・精神保健福祉士・連絡調
整員などが参加する。


• 自治体が設置する保健医療調整本部と保健所が担う指揮・総合
調整（マネジメント）機能等のサポートを行う。


• 災害現場での医療支援体制を整えたり、支援者が適切に配置さ
れるよう調整したり、健康二次被害の予防を行う。
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DWAT
• 災害派遣福祉チームDisaster Welfare Assistance Team
• 災害時の福祉支援を担う民間のチーム
• 社会福祉士、介護福祉士、保育士などの福祉専門職で構成され、


高齢者や障がい者、子どもなどの避難所での福祉支援、生活機
能の低下が招く健康二次被害の防止にあたる。


各都道府県が中心となって体制の整備を推進しており、「災害
時の福祉支援体制の整備に向けたガイドライン」に基づいて活
動する。
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以上で今回の解説を終わりに致します。
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災害医療・薬事対応の基本１
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兵庫医科大学危機管理医学講座
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• 災害とは
• 災害医療とは
• 災害医療提供体制
• 災害対応機関・組織・団体
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• 災害対応の基本（準備・対応・復興復旧）
• 災害支援における活動原則（共通言語）
• 災害医療の教育・研修会
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災害対応（支援・受援）とは
【獲得目標】


〇「支援」と「受援」の違いを知る
〇災害対応における基本原則と心理的反応を知る







災害支援と受援


支
援


受
援


支援が他の自治体などが被災自治
体に対して行う支援であるのに対し、
受援は被災自治体が他の自治体など
から支援を受けること


災害支援には、市役所や消防・警
察による救助活動や支援物資の提供
など、公的支援である「公助」があ
ります。また、企業が地域住民や近
隣の地域に対して救援活動を行うこ
とも災害支援に含まれます。


「援助」は「主役が全
面的に助ける」という
意味合い、「支援」は
「支えとして一部を助
ける脇役的な存在」と
いう意味合いがありま
す。


受援は、被災自治体が他の自治体
や民間事業者、ボランティアなどか
ら人的・物的資源などの支援を受け、
効果的に活用することを指します。
被災自治体が単独では対応が困難な
場合に、他市町村などから支援を受
けることが不可欠です。 4







「受援」と「応援」
「受援」：災害時に、他の地方公共団体や指定行政機関、指定公共機関、民間企業、NPOや


ボランティアなどの各種団体から、人的・物的資源などの支援・提供を受け、効
果的に活用すること


「応援」：災害時に、災害対策基本法や災害時相互応援協定などに基づき、又は自主的に人
的・物的資源などを支援・提供すること


■災害対策基本法
（都道府県地域防災計画）
第四十条
３ 都道府県防災会議は、都道府県地域防災計画を定めるに当たつては、災害が発生した場合


において管轄指定地方行政機関等が円滑に他の者の応援を受け、又は他の者を応援すること
ができるよう配慮するものとする。


（市町村地域防災計画） 
第四十二条
４ 市町村防災会議は、市町村地域防災計画を定めるに当たつては、災害が発生した場合にお


いて当該市町村等が円滑に他の者の応援を受け、又は他の者を応援することができるよう配
慮するものとする。


〔内閣府ウェブサイト：地方公共団体のための災害時受援体制に関するガイドライン（https://www.bousai.go.jp/kaigirep/tiho_juen/pdf/jyuen_guidelines.pdf）より〕
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• 自治体が主導する災
害対応


• 家族や友人、近所など、
個人的な関係性を持つ
人同士が助け合うこと


• 地域や身近にいる人同
士が助け合うこと、災
害時要援護者の避難に
協力


• 自分のことを自分で行
う


自助 共助


公助互助
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責任ある支援 : 覚えておくべきこと


• 安全、尊厳、権利を尊重する
• 相手の文化を考慮して、それに
合わせて行動する


• その他の緊急対応策を把握する
• 自分自身のケアを行う
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人道支援の基本原則
（1）人道原則


どんな状況にあっても、一人ひとりの人間の生命、尊厳、安全を尊重す
ること。


（2）公平原則
国籍、人種、宗教、社会的地位または政治上の意見によるいかなる差別


をも行わず、苦痛の度合いに応じて個人を救うことに努め、最も急を要す
る困難に直面した人々を優先すること。


（3）中立原則
いかなる場合にも政治的、人種的、宗教的、思想的な対立において一方


の当事者に加担しないこと。
（4）独立原則


政治的、経済的、軍事的などいかなる立場にも左右されず、自主性を保
ちながら人道支援を実施すること。
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災害ボランティア活動の原則


大規模な自然災害が発生した際、自発的に行う被災地への支援活動が、災害ボランティア活動です。
被災した地域や住民が、少しでも早く元の生活に戻ることができるよう支援することを目的とし、力仕
事から事務作業、心のケアまで様々な活動があります。


自己責任


自己完
結


被災地・被災者
への配慮


多様性
の尊重
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スフィア・スタンダード


人道憲章


コア基準


水


衛生


食糧


シェルター


保健www.SphereProject.org


© Justin Ide
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クラアスター・アプローチ
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〔金 吉晴：心的トラウマの理解とケア第2版，p66，じほう，2006より引用〕


時間の経過と被災者のこころの動き
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〔2020年8月26日，静岡新聞より〕
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危機的ストレス: 心的外傷（トラウマ）反応を生じさせるようなストレス


累積的ストレス: 長時間の救援で蓄積されていくストレス


基礎的ストレス: 内部の人間関係などからくるストレス


• 地震等による自他の生命の危険
• 凄惨な現場の目撃
• 被災者の方々の経験を見聞きする
• ご遺体を扱う
• 子供等災害時要援護者のトリアージや救助
• 避難者、入院患者等を置き去りとする形となった退避


• 使命感と現実の制約とのあいだで葛藤を生じる（不全感・無力感）
• 業務形態が慢性化することによる疲労
• 被災者から怒りなどの強い感情を向けられる


• 特殊な状況下での共同生活
• 睡眠や休息が十分にとれない
• チーム内での人間関係の問題
• 役割不明確感


支援者のストレス
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支援者の反応
１. 被災者と同じ反応・・・ある程度は正常


フラッシュバック不眠悲嘆、急に涙ぐむ
無気力、疲労


２. 気分の高揚と攻撃性・・・使命感と表裏一体
落ち着かない、じっとできない
立派な支援者になろうという過剰な努力
だめな支援者への怒り → 他罰、自責


３. アルコール、睡眠の問題
１，２の結果。職場復帰後に注意


15







自分自身のケアで始まり、
自分自身のケアで終わる


• 自分自身のケアはどうしていますか？
• 同僚同士では、どのようにお互いをケ
アしていますか？


日常的なセルフケアへの配慮は、自分に
とっても、周りの人にとっても責任ある行
動です
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セルフケアに役立つこと


• 身近な人々と支えあう
• 仲間と連絡を取り、活動について話し合う。
• 同僚同士のサポートを向上させる。
• 休暇をとったり、時間を掛けて少しずつ日常生活に戻るために、


計画を立てる。
• 過剰なストレスによる問題が数週間以上続く場合には、活動後


の反応に対する、きちんとした支援を受ける。
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支援者のストレス対策


（１）業務ローテーションと役割分担の明確化


（２）支援者のストレスについて知る


（３）心身のチェックと相談体制


（４）住民の一般的な心理的反応について知る


（５）被災現場のシミュレーション


（６）業務の価値付け


セルフケアの限界 → 組織として体制を整えることが重要
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メンバーをサポートする際のポイント


• よく聞く
• 気にかけている、共感していることを示す
• 敬意を払う
• 責めたり、決め付けたりしない
• 必要なときにそばにいる
• 同僚が自分自身をコントロールしたり、ケアできる力を


取り戻す手助けをする
• 秘密を守る
• お互いに感謝し、認め合う
• できたことを評価する
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災害対応の基本
（準備・対応・復興復旧）


【獲得目標】
〇過去の事例を通してフェーズに応じた災害対応の基本を知る







薬局における災害対策


• 備蓄（食料、水、電気、医薬品、医療材料等々）
• 職員への災害医療研修、訓練
• 災害対策マニュアルの作成
• BCP（業務継続計画）の作成


• 事業継続計画とは、災害などの緊急事態が発生したときに、企業が損害を最
小限に抑え、事業の継続や復旧を図るための計画。


• 薬局におけるBCM（事業継続マネジメント）
• 事業継続マネジメントとは、リスクマネジメントの一種であり、企業がリス


ク発生時にいかに事業の継続を図り、患者、傷病者に対するサービスの提供
の欠落を最小限にするかを目的とする経営手段である。できあがった成果物
を事業継続計画という。
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平時からできる災害対策
• ハザードマップの確認


• 自宅周辺の災害リスクを把握する
• 避難経路を確認する


• 防災用品の準備
• 食料、水、医薬品などの備蓄
• 懐中電灯、ラジオなどの準備


• 家族との連絡方法の確認
• 災害発生時に連絡が取れるようにしておく


• 地域の防災訓練への参加
• 災害時の行動を学ぶ


• 自助意識の向上
• 自分でできることは自分でできるようにしておく
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災害サイクルと医療の変化
発災前
平時の医療
慢性疾患
妊産婦
小児
障害者
維持透析
在宅酸素


超急性期
捜索・救助
トリアージ
救命医療
搬送


急性期
救急医療
集中治療
広域医療搬送


亜急性期
衛生管理
感染症など
内科的疾患
ASD（acute 
stress 
disorder）


慢性期


医療機関の復興
保健・医療体制の
再編・復旧
PTSD（post-
traumatic stress 
disorder ）
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報告①
• 平成３０年７月豪雨


岡山県倉敷市真備町復興支援
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平成30年7月豪雨 倉敷市真備町被害
• 死者 51人
• 浸水面積 真備町全体の約6割
• 浸水被害 約5600棟
• 医療被害 病院：11／12


薬局：6／6
• 住民の約4割（9000人以上）が仮設住宅へ転居
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緊急援助 コミュニティ再建支援
①救助活動


（消防、警察、自衛隊、
海上保安部、NGO）


②まび記念病院避難


避難所活動
①救護所診療


（DMAT・日赤・NGO等）
②公衆衛生


生活支援 防災支援
①生活家電の無償提供


建設型・みなし仮設住宅
入居者が対象


②医療復旧
・病院・診療所・薬局・


訪問看護ステーションに
医療機器・備品を提供


・医療復興状況の広報
①仮設集会所の提供
②地元団体の絆づくりイベント支援
③町外の仮設入居者対象に生活再建


・絆づくりサロン


①住民向け防災勉強会
②医療・福祉・介護事業所向け


事業継続計画策定ワーキング


復興支援活動（時系列）


2018年
7月7日


8月 9月 10月 11月 12月 2019年
1月


2月 3月 4月 5月 27







医療復旧の経過


1ヶ月後
• 吉備医師会が共同仮設診療所を設置
• NPOが共同仮設診療所の運営・医療復旧支援を開始


4ヶ月後
• 地元の有志団体が移動支援を開始


6ヶ月後
• 再開を希望する6院全てが、本院での診療再開
• 6割強～9割まで患者数が回復
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被災した川辺内科 松田クリニックでの仮設診療所設置


本院での診療を再開した源医院の院長 やたの薬局への分包機供与 29
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医療復旧の課題
• 復旧費用の確保


─ 公的資金の補助が受けにくい
（民間企業への補助金の申請を行う必要がある）


• 医療者離れ
─ 医療復旧の遅れを招いた
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報告②
• 福島県双葉郡


被災者支援の取り組み
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双葉郡


• 6町2村で構成


• 福島第一原子力発電所事故
で長期避難を強いられた


• 避難指示の解除とともに、
少数の住民が帰還し生活し
ている
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〔福島県：避難地域における医療機関の診療実施状況を基に作成〕


：再開した医療機関
：新設した医療機関


飯舘村


南相馬市川俣町


葛尾村


田村市


川内村


浪江町


富岡町


楢葉町


広野町


• 医療機関 23院
（震災前と比べ3割程度に減少）


• 薬局 3店舗
（震災前は31店舗）


• 通院に1時間以上かかる住民も
いる


H31.4.1現在


医療不足


：再開した薬局 34







支援内容
• 保健師と同行
• 薬の適正使用のための指導


在宅


訪問


在宅


訪問


• サロンでの講話（集団指導）
• おくすり相談（個別指導）


健康


教室


健康


教室


• テレビ電話・メールでの相談
遠隔


相談


遠隔


相談
35







持ち歩こう
サイフ・ケイタイ


お薬手帳


こ とあ


● 必ず持ち歩きましょう
　● 災害時、急な体調不良に備え


● あなた 情報も書きましょう
　● 既往歴、アレルギー歴など


● 1冊にまとめましょう
　● 飲み合わせを確認します


● 薬に変更がなくても必ず記載
   しましょう
   ● シールが無けれ 明細や手書き


　　でもOK


い 薬をあげて いけません


● 体質 人それぞれ異なります
● どんな薬も副作用あります
● 他 人にあげる 危険です


重症薬疹


一緒に飲んでもいい ？
薬が飲みづらい
飲み忘れてしまう
　　　　　　　　　など
　薬剤師にご相談を！
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事業イメージ


市町村民


行政保健師


支援薬剤師


薬剤師会 薬学生


薬剤師


薬局


現在


将来つなぐ
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災害対応とは


• その地域住民のレジリエンスを支援する


• その地域、その人に寄り添った支援を実施する


• 被災地域が復興するまで寄り添う
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災害支援における
活動原則（共通言語）


【獲得目標】
〇CSCATTT／CSCAPPPを知る
〇個人での活動原則を知る







大規模事故・災害への体系的な対応に必要な項目


〔 MIMMS®（Major Incident Medical Management and Support）より作成 〕
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大規模事故・災害への体系的な対応に必要な項目


C：Command & Control 指揮と連携
S：Safety 安全 Medical
C：Communication 情報伝達 Management
A：Assessment 評価


P：Pharmaceutical Triage 薬事トリアージ
P：Preparation 準備・調剤 Medical
P：Provide medicines 供給 Support


〔 MIMMS®（Major Incident Medical Management and Support）より作成 〕
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CSCA：災害対応を行う上で考える項目
• C：Command & Control（指揮と連携）


• 組織化
• 役割分担
• 連携体制


• S：Safety（安全）
• 安全確保・危険情報


• C：Communication（情報伝達）
• 通信確保
• コンタクトリスト


• A：Assessment（評価）
• 情報管理：活動方針や活動を行うための情報
• 資源管理：活動・生活に必要な資源管理
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新たな活動場所を立ち上げるために
HeLP-SCREAM


カウンターパートへの挨拶⇒調整・協力Hello
活動場所の確保⇒調整・協力Location
初期人員の役割分担⇒人Part
安全確認⇒情報・記録、場所Safety
連絡手段の確保⇒記録・情報Communication
上位組織への立ち上げの連絡⇒調整・協力Report
医薬品や調剤機器・資材の確保⇒資源・機器・資材Equipment
アセスメントAssessment
状況の評価と情報発信METHANE


〔 DMAT検討委員会，統括DMAT研修講義資料より一部改変〕
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何が起きたのか？
いつ、どこで起きたのか？
どのような人が、何人、巻き込まれたのか？


危機的な出来事の概要


救急医療や食料、水、避難場所など基本的ニーズを提
供しているのはどのような人たちか？
人びとはいつ、どこで、これらのサービスが受けられ


るのか︖誰が支援しているのか？地域住民も参加して


いるのか？


現地で利用できるサ
ービスや支援


危険な出来事は終息したのか、まだ続いているのか（
余震、紛争の継続など）？
現場環境にはどのような危険があり得るのか？
安全ではなかったり、禁止されているために立ち入れ
ない区域があるのか？


安全と治安状況


災害現場などの危険な現場に入る前に調べておくべきこと
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PFA活動原則（Psychological first aid ）


QuickTi me and a
decom pressor


are needed to see t his picture.


ar


QuickTim e and a
decompressor


e needed to see this picture.


QuickTime and a
decompressor


are needed to see this picture.


• 危機的な出来事について調べる
• 利用可能なサービスや支援について調べる
• 安全や治安状況について調べる


準備
• 安全確認する
• 明らかに急を要する基本的ニーズがある人を確認する
• 深刻なストレス反応を示している人を確認する


見る


• 支援が必要と思われる人々に声をかける
• 必要なものや気がかりなことについてたずねる
• 人々に耳を傾け、気持ちを落ち着かせる手助けをする


聴く


• 生きていく上で基本的なニーズが満たされ、サービスが受け
られるように手助けをする


• 自分で問題に対処できるように手助けする
• 情報を提供する
• 人々を大切な人や社会的支援と結びつける


つなぐ


World Health Organization, et al : Psychological first aid : Guide for field workers, WHO, Geneva, 2011．
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災害で心の影響を受けやすい者


◆ 生命の危険が高かった人◆ 近しい人を亡くした人◆ 経済損失の大きい人◆ 避難者◆ 女性（とくに妊婦・母）◆ 子供◆ 高齢者


◆ 障害者◆ 外国人


支援者•救援者


〔防衛医科大学校：重村淳准教授より提供〕46







災害医療の教育・研修会
【獲得目標】


〇災害時の役割に応じた知識と研修会を知る







災害時における薬剤師の役割まとめ
災害薬事コーディネーター
役割：地域災害医療対策コーディネート
知識技能：災害医療全般、コーディネート


災害支援薬剤師
役割：被災地医療者支援、受援、災害対応活動におけるリーダー
知識技能：災害支援活動、災害時の法的措置、他職種連携


被災地勤務薬剤師
役割：被災者支援、医療提供、薬局再建、医療提供体制再建
災害医療概論
知識技能：災害医療概論、共通認識事項、共通言語、薬剤師の役割


防災基本計画
防災業務計画
地域防災計画


災害対策基本法
災害救助法


被災者生活再建支援法


医療提供体制
医薬品供給体制


保健・医療・介護・福祉
公衆衛生・環境衛生


医療法・薬機法
医師法・薬剤師法等
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ラーニングピラミッド
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災害医療に関わるべき薬剤師


薬事
Co


災害支援
薬剤師


全ての


薬剤師


マネジメント


ミッション


教育体制
の


確立
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災害医療に取り組んでみよう


災害薬事
Co


災害支援薬剤師


薬剤師・薬学生


災害を知ろう
災害被害を知る


ハザードマップ


院内マニュアル


備蓄医薬品


災害対応をしろう


災害研修や災害訓練参加
災害薬事コーディネーター研修会


災害医療従事者研修


DMAT研修


災害薬事研修コース（PhDLS）


MCLS、BEHELP、災害医学会セミナー


災害時の心理的応急対応（PFA）&こども


日本災害医療薬剤師学会災害支援薬剤師養成研修会


JIMTEF 災害医療研修コース


NPO災害訓練


災害対応に関わろう


災害対応に力をいれよう


無関 関心 準備 実行 維持
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以上で今回の解説を終わりに致します。
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1 災害対応の根拠と制度
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我が国の災害医療提供のための法制度を理解する。
災害救護活動のフェーズと他職種連携・支援体制につい


て説明できる。 
災害時の医療救護活動のフェース（゙超急性期∼慢性期）


と薬事対応について理解できる。
災害周期の変化に対応しながら多職種、多機関と連携・


協働の上、薬事ケアの提供を継続する必要性を理解でき
る。


【獲得目標】
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（昭和34年9月26日）
伊勢湾台風


1959年（昭和34年）9月26日夕刻に紀伊半島先端に上陸した台風15号（伊勢湾台風）によって、台
風災害としては明治以降最多の死者・行方不明者数5,098名に及ぶ被害が生じた。


この台風による犠牲者は全国32道府県に及んだが、その83％は高潮の発生によって愛知・三重の２
県に集中した。これによって、その後の高潮対策が大きく進展したが、それに留まらず「災害対策基
本法」制定の契機となるなど今日の我が国の防災対策の原点となった。
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（昭和36年11月15日法律第223号）
災害対策基本法


自然災害対応は区市町村の責務
都道府県・国は、それを支援する


国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、防災
に関し、国、地方公共団体及びその他の公共機関を通じて必要な体制を
確立し、責任の所在を明確にするとともに、防災計画の作成、災害予防、
災害応急対策、災害復旧及び防災に関する財政金融措置その他必要な災
害対策の基本を定めることにより、総合的かつ計画的な防災行政の整備
及び推進を図り、もつて社会の秩序の維持と公共の福祉の確保に資する
ことを目的とする。


6







防災計画の体系


各種防災計画の基本
災害等に関する科学的研究の成果、発生した災害の状況や地震防災応急対策の効果を反映
総合的・長期的計画、防災業務計画
地域防災計画において重点をおくべき分野


中央防災会議
策定


実施


防災基本計画


 所掌事務・業務に関する計画
 地域防災計画作成の基準（指定行政機関）


指定行政機関：中央省庁
指定公共機関：106機関


･医療に関係する機関→


策定 実施


防災業務計画
 地域の実情に即した計画
 地域の災害に関する措置等についての計画


実施策定


知事
市町村長


都道府県防災会議
市町村防災会議


地域防災計画


独立行政法人国立病院機構
独立行政法人地域医療機能推進機構
日本赤十字社
公益社団法人日本医師会


わが国の防災計画は、防災基本計画、防災業務計画、地域防災計画からなる。
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防災基本計画


各種防災計画の基本
災害等に関する科学的研究の成果、発生した災害の状況や地震防災応急対策の効果を反映
総合的・長期的計画、防災業務計画
地域防災計画において重点をおくべき分野


中央防災会議
策定


実施


防災基本計画


 所掌事務・業務に関する計画
 地域防災計画作成の基準（指定行政機関）


指定行政機関：中央省庁
指定公共機関：106機関


･医療に関係する機関→


策定 実施


防災業務計画
 地域の実情に即した計画
 地域の災害に関する措置等についての計画


実施策定


知事
市町村長


都道府県防災会議
市町村防災会議


地域防災計画


独立行政法人国立病院機構
独立行政法人地域医療機能推進機構
日本赤十字社
公益社団法人日本医師会


防災基本計画は、政府の防災対策に関する基本的な計画であり、防災分野の最上
位計画である。
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中央防災会議
内
閣
総
理
大
臣


・
防
災
担
当
大
臣


中央防災会議
会長 内閣総理大臣
委員 防災担当大臣及びその他の国務大臣


（全国務大臣を総理任命）
指定公共機関の代表者
学識経験者


幹事会
会 長 内閣府大臣政務官
顧 問 内閣危機管理監
副会長 内閣府政策統括官


（防災担当）
消防庁次長


幹事 各府省庁局長クラス


専門調査会
中央防災会議の議決により設置


諮問


答申


意見具申
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指定公共機関
国立研究開発法人防災科学技術研究所
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
独立行政法人国立病院機構
独立行政法人地域医療機能推進機構
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構
国立研究開発法人森林研究・整備機構
国立研究開発法人水産研究・教育機構
国立研究開発法人土木研究所
国立研究開発法人建築研究所
国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構
独立行政法人水資源機構
独立行政法人都市再生機構
独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
日本銀行
日本赤十字社
日本放送協会
電力広域的運営推進機関
東日本高速道路株式会社
首都高速道路株式会社
中日本高速道路株式会社
西日本高速道路株式会社
阪神高速道路株式会社
本州四国連絡高速道路株式会社
成田国際空港株式会社
新関西国際空港株式会社
中部国際空港株式会社
北海道旅客鉄道株式会社
東日本旅客鉄道株式会社
東海旅客鉄道株式会社
西日本旅客鉄道株式会社


四国旅客鉄道株式会社
九州旅客鉄道株式会社
日本貨物鉄道株式会社
日本電信電話株式会社
東日本電信電話株式会社
西日本電信電話株式会社
日本郵便株式会社
東京瓦斯株式会社
東京ガスネットワーク株式会社
大阪瓦斯株式会社
大阪ガスネットワーク株式会社
東邦瓦斯株式会社
東邦ガスネットワーク株式会社
西部瓦斯株式会社
岩谷産業株式会社
アストモスエネルギー株式会社
株式会社ジャパンガスエナジー
ＥＮＥＯＳグローブ株式会社
ジクシス株式会社
出光興産株式会社
太陽石油株式会社
コスモ石油株式会社
富士石油株式会社
ＥＮＥＯＳ株式会社
日本通運株式会社
福山通運株式会社
佐川急便株式会社
ヤマト運輸株式会社
西濃運輸株式会社
北海道電力株式会社
北海道電力ネットワーク株式会社
東北電力株式会社


株式会社セブン‐イレブン・ジャパン
株式会社ローソン
株式会社ファミリーマート
株式会社セブン＆アイ・ホールディングス
公益社団法人全日本トラック協会
一般社団法人全国建設業協会
公益社団法人日本医師会
一般社団法人日本建設業連合会
一般社団法人全国中小建設業協会
一般社団法人ＡＺ－ＣＯＭ丸和・支援ネットワーク


令和５年６月23日現在：計106機関


東北電力ネットワーク株式会社
東京電力ホールディングス株式会社
東京電力リニューアブルパワー株式会社
東京電力パワーグリッド株式会社
東京電力エナジーパートナー株式会社
北陸電力株式会社
北陸電力送配電株式会社
中部電力株式会社
中部電力パワーグリッド株式会社
中部電力ミライズ株式会社
関西電力株式会社
関西電力送配電株式会社
中国電力株式会社
中国電力ネットワーク株式会社
四国電力株式会社
四国電力送配電株式会社
九州電力株式会社
九州電力送配電株式会社
沖縄電力株式会社
株式会社JERA
電源開発株式会社
電源開発送変電ネットワーク株式会社
日本原子力発電株式会社
KDDI株式会社
株式会社NTTドコモ
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社
ソフトバンク株式会社
楽天モバイル株式会社
輸出入・港湾関連情報処理センター株式会社
株式会社イトーヨーカ堂
イオン株式会社
ユニー株式会社 10







災害対策基本法


各種防災計画の基本
災害等に関する科学的研究の成果、発生した災害の状況や地震防災応急対策の効果を反映
総合的・長期的計画、防災業務計画
地域防災計画において重点をおくべき分野


中央防災会議
策定


実施


防災基本計画


 所掌事務・業務に関する計画
 地域防災計画作成の基準（指定行政機関）


指定行政機関：中央省庁
指定公共機関：106機関


･医療に関係する機関→


策定 実施


防災業務計画


独立行政法人国立病院機構
独立行政法人地域医療機能推進機構
日本赤十字社
公益社団法人日本医師会


 地域の実情に即した計画
 地域の災害に関する措置等についての計画


実施策定


知事
市町村長


都道府県防災会議
市町村防災会議


地域防災計画


防災業務計画は、指定行政機関の長及び指定公共機関が防災基本計画に基づき、
その所掌事務に関し作成される。
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厚生労働省防災業務計画（抜粋）
災害拠点病院は、日本において、地震・
津波・台風・噴火等の災害発生時に災害
医療を行う医療機関を支援する病院のこ
とである。
基幹災害医療センターは各都道府県に原
則1カ所以上、地域災害医療センターは二
次医療圏ごとに原則1カ所以上整備される。


第2章 保健医療に係る災害予防対策
 


第1節 医療施設の災害に対する安全性の確保
第2節 災害時における保健医療福祉体制の整備


第1 都道府県内における体制整備 
第2 地域の保健医療福祉関係団体との連携 
第3 災害拠点病院・災害拠点精神科病院の整備 
第4 災害派遣医療チーム（DMAT）・災害派遣精神医療チーム（DPAT）等の体制整備 
第5 災害時情報網の整備 
第6 災害時の対応マニュアルの作成等 


第3節 災害時における救急患者等の搬送体制の確保 
第4節 後方支援体制の確保 
第5節 医薬品等の安定供給の確保 


第1 災害時情報網の整備 
第2 災害時における医薬品等の搬送体制の確保 
第3 医薬品等の供給、管理等のための計画 


（以下 略）
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災害拠点病院


全医療機関


DMAT指定医療機関


地域災害医療センター


基幹災害医療センター
各都道府県に原則1カ所以上


二次医療圏ごとに原則1カ所以上


災害拠点病院


災害拠点病院は災害時の医療提供の拠点（活動の足場）となる病院
 24時間の緊急対応、災害発生時の傷病者の受入れ、DMATを保有し派遣体制がある、救命救急セン


ター・第二次救急医療機関、BCPの整備、研修・訓練の実施
通常時の2倍・外来は5倍の患者に対応可能なスペース、耐震構造、自家発電機、3日分の水の確保、


患者搬送用のヘリポートを備えている。
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第2章 保健医療に係る災害予防対策
 


第1節 医療施設の災害に対する安全性の確保
第2節 災害時における保健医療福祉体制の整備


第1 都道府県内における体制整備 
第2 地域の保健医療福祉関係団体との連携 
第3 災害拠点病院・災害拠点精神科病院の整備 
第4 災害派遣医療チーム（DMAT）・災害派遣精神医療チーム（DPAT）等の体制整備 
第5 災害時情報網の整備 
第6 災害時の対応マニュアルの作成等 


第3節 災害時における救急患者等の搬送体制の確保 
第4節 後方支援体制の確保 
第5節 医薬品等の安定供給の確保 


第1 災害時情報網の整備 
第2 災害時における医薬品等の搬送体制の確保 
第3 医薬品等の供給、管理等のための計画 


（以下 略）


厚生労働省防災業務計画（抜粋）


災害派遣医療チーム （Disaster Medical 
Assistance Team: DMAT）は災害急性期
に活動できる機動性を持ったトレーニン
グを受けた医療チームであり、医師、看
護師、業務調整員（薬剤師や救急救命士
などその他の医療従事者・事務員等）で
構成される。


14







DMAT
 1995年1月17日に発生した「阪神・淡路大震災」では初期医療体制の遅れが考えられ、平時の救急


医療レベルの医療が提供されていれば、救命できたと考えられる「避けられた災害死」が500名存
在した可能性があった。


 各行政機関、消防、警察、自衛隊と連携しながら救助活動と並行し、医師が災害現場で医療を行う
必要性が認識され、“一人でも多くの命を助けよう”と厚生労働省により、災害派遣医療チームであ
る日本DMATが平成17年４月に発足した。


都道府県DMAT日本DMAT
都道府県厚生労働省管轄
都道府県知事被災都道府県→厚生労働省派遣要請
地域内の災害（局所災害）全国の災害（大規模災害）活動範囲


医師 看護師 業務調整員 15







広域災害救急医療情報システム（Emergency Medical 
Information System: EMIS）災害時に被災した都道府
県を越えて医療機関の稼働状況など災害医療に関わる
情報を共有し、被災地域での迅速、かつ、適切な医
療・救護に関わる各種情報を集約・提供するシステム


厚生労働省防災業務計画（抜粋）


第2章 保健医療に係る災害予防対策
第1節 医療施設の災害に対する安全性の確保
第2節 災害時における保健医療福祉体制の整備


第1 都道府県内における体制整備
第2 地域の保健医療福祉関係団体との連携
第3 災害拠点病院・災害拠点精神科病院の整備
第4 災害派遣医療チーム（DMAT）・災害派遣精神医療チーム（DPAT）等の体制整備
第5 災害時情報網の整備
第6 災害時の対応マニュアルの作成等


第3節 災害時における救急患者等の搬送体制の確保
第4節 後方支援体制の確保
第5節 医薬品等の安定供給の確保


第1 災害時情報網の整備
第2 災害時における医薬品等の搬送体制の確保
第3 医薬品等の供給、管理等のための計画


（以下 略）
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広域災害救急医療情報システム（EMIS）


〔厚生労働省：広域災害・救急医療情報システム（EMIS）とは
(https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou̲iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/infulenza/kenkyu̲00002.html)〕
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地域防災計画


 地域の実情に即した計画
 地域の災害に関する措置等についての計画


実施策定


知事
市町村長


都道府県防災会議
市町村防災会議


地域防災計画


各種防災計画の基本
災害等に関する科学的研究の成果、発生した災害の状況や地震防災応急対策の効果を反映
総合的・長期的計画、防災業務計画
地域防災計画において重点をおくべき分野


中央防災会議
策定


実施


防災基本計画


 所掌事務・業務に関する計画
 地域防災計画作成の基準（指定行政機関）


指定行政機関：中央省庁
指定公共機関：106機関


･医療に関係する機関→


策定 実施


防災業務計画


独立行政法人国立病院機構
独立行政法人地域医療機能推進機構
日本赤十字社
公益社団法人日本医師会


地域防災計画は、各地方自治体の長が、それぞれの防災会議に諮り、防災のため
に処理すべき業務などを具体的に定めた計画である。
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福岡県地域防災計画（例示）


基本編・風水害対策編


地震・津波対策編


事故対策編


原子力災害対策編


福岡県地域防災計画


（災害予防） 
• 患者への啓発（疾病・使用医薬品等の情報把握）
（災害応急対策） 
• 災害医療救護活動
• 医薬品等の供給に関する情報収集及ひ連゙絡体制の構築
• 医薬品等の供給（仕分け、管理及ひ服゙薬指導等）
• 指定避難所等ての゙避難者支援（服薬指導等）
• その他公衆衛生活動


※指定地方公共機関：福岡県薬剤師会


原子力災害医療活動
• 安定ヨウ素剤の配布・服用指示
• 避難退域時検査
心身の健康相談体制の整備
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（昭和22・10・18・法律118号）
災害救助法


災害支援にかかった費用は
被災都道府県が支弁する


（費用の支弁区分）
第十八条 第四条の規定による救助に要する費用（救助の事務を行うの
に必要な費用を含む）は、救助を行った都道府県知事等の統括する都道
府県等が、これを支弁する。


支弁対象となる救護の行為が定められている


（国庫負担）
第二十一条 国庫は、都道府県等が第十八条の規定により支弁した費用及び第十九条の規定による補償に要
した費用(前条第一項の規定により求償することができるものを除く。)並びに同項の規定による求償に対す
る支払に要した費用(前条第四項の規定による求償に対する支払に要した費用を含む。)の合計額が政令で定
める額以上となる場合において、・・・区分に従って負担するものとする。
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災害救助法の原則


被災者の経済的な要件の如何にとらわれず、救助を要する被災者には等しく救
助の手をさしのべなければならない。


同じ被災者に対する救助であっても、必要なものについては必要な程度行われ
なければならないが、それを超えて救助を行う必要はない。


法による救助は現物をもって行うことを原則としている。


法による救助は被災者の住民はもとより、旅行者、一般家庭の訪問客、その他
その土地の通過者等を含め、全ての被災者に対して現在地において実施するこ
とを原則としている。


法による救助は、応急救助の性質からして被災者の申請を待つことなく、都道
府県知事がその職権によって、救助すべき対象（人）、救助の種類、程度、方
法及び期間を調査、決定の上、実施することとなっている。


Ⅰ平等の原則


Ⅱ必要即応の原則


Ⅲ現物支給の原則


Ⅳ現在地救助の原則


Ⅴ職権救助の原則
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災害救助法による医療の実施
備 考一般基準項 目


あくまでも応急的な処置災害により医療の途を失った者対象者
(注)あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復
師による施術を含む


救護班により行うこと。ただし、急迫
した事情がありやむを得ない場合は、
病院又は診療所(注)において医療（施
術）を行うことができる。


医療の実施


①診療、②薬剤又は治療材料の支給、
③処置、手術、その他の治療及び施術、
④病院又は診療所への収容、⑤看護


医療の範囲


特別基準の設定が可能発生の日から14日以内救助期間
あらかじめ編成しておいた救護班では、十分な医療が確保で
きないとき、都道府県立又は市町村立の病院、診療所、日本
赤十字社等の医師、薬剤師及び看護師等により救護班を編成
する。


救護班：使用した薬剤、治療材料、破
損した医療器具等の修繕費の実費
病院又は診療所：国民健康保険の診療
報酬の額以内
施術者：協定料金の額以内


対象経費


被災地であっても通常の保険診療等による医療が行われている場合には、法による医療を実施する
必要はない。


保険診療 ＞ 災害医療 22







災害医療の法体制


災 害 対 策 基 本 法


災 害 救 助 法 被災者生活再建支援法
災害弔慰金法 など


応急救助 復旧・復興予防 災害
発生
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災害救護おける薬事活動
災害救助における医療の提供は他職種が協働で行う活動


医師、薬剤師、看護師、保健師、助産師、
歯科医師、臨床検査技師、臨床工学技士、
放射線技師、理学療法士、作業療法士、
救急救命士、言語聴覚士、栄養士など


行政職員、保健所職員、消防士、警察官、
海上保安官、自衛隊など


災害対応のための共通の知識・技能・態度の理解と習得が必要
24







災害薬事のサイクル


超急性期
（発生直後


～6時間）


急性期
（6～72時間）


亜急性期
（72時間～1ヶ月）


慢性期
（数ヶ月～数年）


静穏期


前兆期


自身・周りの人の安全確保
ライフラインの確認
救護班の後方支援
情報収集・初期体制の構築


ライフラインの確保
仮設調剤所・MPの設置
救護班へのDI活動
医薬品の調達・管理
薬事トリアージ
在宅患者の状況確認
家族対応
心のケア
救護物資の搬出・供給
復旧作業の着手


被災者の援助・健康相談
災害調剤から保険調剤へ
仮設調剤所の在庫管理
避難所巡回、感染対策
避難所の公衆衛生
生活指導、心のケア


避難所の公衆衛生
被災者の福祉・健康相談
自立支援
長期的心のケア
被災地の復興（保険調剤）


災害予防・災害への備え
救護組織・資機材の準備
災害教育・訓練
被災者の福祉
被災者の生活指導
精神的支援
被災地の復興


災害の予知・警報
防災の啓発


災害発生
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まとめ
地域防災計画で被災地の災害医療提供体制を確認
災害救助法には5つの原則
被災地での医療提供は他職種との連携・支援を繋ぐことが


大事
災害対応をする他職種と共通の知識・技能・態度の習得が


必要
災害のフェーズに応じた薬事支援を提供する
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2 災害時における薬剤師の役割
（臨床）
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災害支援薬剤師が確立するCSCAを説明できる。
保険処方箋と災害処方箋の違いを説明できる。 
災害時の調剤の場所を説明できる。
救護所の仮設調剤所での活動を実践できる。
被災病院での薬事支援を実践できる。


【獲得目標】
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災害支援薬剤師のCSCA


内容CSCA
• 薬剤師リーダーの決定
• 保健医療福祉調整本部の責任者への挨拶・連携


Command & Control
指揮と連携


• 活動場所のリスク評価と安全確認
• 医薬品の安全管理


Safety
安全


• 通信ツールの確保（Wi-Fi、無線機、電話など）
• コンタクトリストの作成
• 本部会議の参加・情報収集
• 保健医療福祉調整本部/被災都道府県薬剤師会との情報共有


Communication
情報伝達


• METHANEレポートの作成（定期的な報告）
• 薬局や仮設調剤所での調剤数の把握
• 仮設調剤所の医薬品在庫状況の把握


Assessment
評価


先ずやること
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災害時の調剤
【医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第49
条】
医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律におけ
る「正当な理由」に該当し、医師等の受診が困難な場合、又は医師等からの
処方箋の交付が困難な場合において、患者に対し、必要な処方箋医薬品を販
売又は授与することが可能である。
なお、薬剤服用歴、お薬手帳及びマイナンバーカード等を活用し、患者の服
薬情報を確認するよう、努めること。
被災者が医療機関を受診して処方箋の交付を受けることが出来れば、通常の医薬


品供給の流れとなる。
マスメディアの報道によって混乱した事例もあるので、周知の仕方は注意を要す


る。
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健康保険法 災害救助法


災害処方箋による調剤


災害時の調剤


保険処方箋による調剤
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【薬剤師法第22条】
薬剤師は、薬局以外で調剤*してはならないとされており、但し書きにおいて、災害
その他特殊の事由により薬剤師が薬局において調剤できない場合に薬局以外の場所
で調剤を行うことが認められている。
*患者の居宅等において一部の調剤業務を行うことや、医療機関の調剤所で調剤をする場合を除く


調剤の場所


保険医療機関である医療機関又は保険薬局である薬局の建物が全半壊等
し、これに代替する仮設の建物等（以下「仮設医療機関等」という。）
において診療又は調剤等を行う場合、当該仮設医療機関等と全半壊等し
た保険医療機関等との間に、場所的近接性及び診療体制等から保険医療
機関等としての継続性が認められる場合については、当該診療等を保険
診療又は保険調剤として取り扱って差し支えない
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被災地域の仮設医療機関（薬局）


届出が必要


西日本豪雨災害の事例 33







被災地域の病院薬局の業務支援


東日本大震災の事例 34







調剤の場所
【薬剤師法第22条】
薬剤師は、薬局以外で調剤*してはならないとされており、但し書きにおいて、災害
その他特殊の事由により薬剤師が薬局において調剤できない場合に薬局以外の場所
で調剤を行うことが認められている。
*患者の居宅等において一部の調剤業務を行うことや、医療機関の調剤所で調剤をする場合を除く


救護所の仮設調剤所やモバイルファーマシーは、単体で薬局として許
可されているものではない。
モバイルファーマシーは、災害時に災害処方箋による調剤を行う場所


であり、調剤に係わる費用は保険者への請求ではなく、災害対策費と
して被災自治体が負担する。
被災自治体からの支弁は、薬剤師の労務費+医薬品の購入費となる。
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救護所の仮設調剤所


令和6年能登半島地震の事例 東日本大震災の事例


令和6年能登半島地震の事例
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モバイルファーマシーでの調剤


平成28年熊本地震の事例 37







亜急性期で医薬品供給のための拠点が整備されていない時期STEP 1


STEP 2


STEP 3


医薬品供給のための拠点が整備され、救護所の近くに仮設調
剤所が設置･運用されている時期


モバイルファーマシーや仮設調剤所からの災害処方箋による
調剤件数が減少してきた時期


• 救護所の近くに設置して医薬品供給の拠点として機能する。
• 初期は医薬品集積所としての機能も兼ねる。


• 必要に応じて救護班に帯同して医薬品の巡回供給として機能する。
• 災害支援薬剤師と協働で避難所の公衆衛生アセスメントの拠点となる。


• 健康相談や避難所の公衆衛生の拠点として機能する。
• 平時の地域医療に繋ぐために撤収の準備に取りかかる。


モバイルファーマシーの運用（例示）
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STEP 1：令和6年能登半島地震の事例（珠洲市）


救護所の隣にモバイルファーマシーを設置して災害処方箋を応需した39







STEP 2：令和2年7月豪雨災害の事例（球磨村）


孤立した避難所で薬事対応をした 40







STEP 3：平成29年九州北部豪雨の事例（日田市）


4日間で5カ所の避難所を巡回し、65件の健康相談を受けた。41







災害処方箋とは
災害救助法の適用地域に派遣された救護班が、所持している薬剤が不足している


場合等に、救護所など保険医療機関以外で交付され、通常の診療報酬による支払
いの対象とならない処方箋を災害処方箋という。


原則、災害処方箋による調剤は救護所や仮設調剤所で行われるが、救護所で応需
しきれない場合は保険薬局でも調剤できるが、費用の請求先が異なる。


平常時の保険請求できる処方箋と異なり、記載する必要事項や様式が明確に定め
られていないため、被災地での運用については被災都道府県の保健医療福祉調整
本部や薬剤師会との協議が必要。


新様式
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通常の（保険）処方箋と災害処方箋の違い
災害処方箋（保険）処方箋


災害救助法健康保険法、国民健康保険法ほか根拠となる法律
救護班の医師保険医療機関の医師処方箋の交付
救護所、避難所内救護センターなど保険医療機関外保険医療機関交付される場所
救護所や避難所内救護センター内の仮設調剤所、モバイ
ルファーマシー、保険薬局


保険薬局調剤の場所


「災」などの記号（災害医療に係わる処方箋である旨）
患者名、処方医、処方場所、処方内容など


• 保険者番号、被保険者証/被保険者手帳の記号/番
号、患者名、保険医療機関、保険医名、処方内容
など


①保険者番号などの記載がない場合
• 加入保険や事業所名（国保/後期高齢者制度の場


合は住所）を確認し、調剤録に記載
②保険医療機関の記載がない場合
• 患者に処方箋の交付を受けた場所を確認する
• 救護所、避難所内救護センターなど保険医療機関


外の場所であることが明らかな場合は、保険調剤
として取り扱えない。


処方箋の記載内容


※処方箋は、通常様式によらない、医師の指
示を記した文書等でも可


※通常様式の処方箋に明示することでもでも可
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通常の（保険）処方箋と災害処方箋の違い
災害処方箋（保険）処方箋


規定なし事後に処方箋が発行されることを条件に以下の要件の
いずれにも該当する場合は、保険調剤が可能
• 交通の遮断、近隣の医療機関の診療状況等客観的にや


むを得ない理由で、医師の診療を受けることができな
い。


• 医師との電話やメモ等により処方内容が確認できる
（医療機関と連絡が取れないときは、被災者であって、
処方内容が安定した慢性疾患に係わるものであること
が、薬歴、お薬手帳、包装等により明らかであるこ
と）


患者が処方箋を持
参できないとき


規定なし薬剤服用歴、調剤録記録
都道府県市町と都道府県薬剤師会との災害協定による
注：過去の事例を見る限り、患者負担がないケースが
ほとんど


法定通り（1～3割）
注：一部負担金の減免対象者であるかを確認


患者負担


都道府県市町と都道府県薬剤師会との災害協定による
（処方場所の自治体）


保険者（審査支払機関経由）費用請求先


令和６年 能登半島地震の事例
【一定期間保存することとされている文書が滅失した場合の取り扱いについて】
調剤録や処方箋等の文書について、適切な管理の下で保存していたにもかかわらず、今般の令和６年能登半島地
震による災害によりやむを得ず滅失した場合（電磁的記録の出力が不可能となった場合を含む）には、保存義務
違反には当たらない。 44







医療保険等の取扱い
～災害時に発出される厚労省通知・事務連絡～


過去の災害時においては、通常の医療に関して以下のような対応がなされている。
被災地の医療機関・薬局のみならず、避難されてきた被災者への対応のために、被


災地以外の医療機関・薬局も理解しておく必要がある。
発生した災害毎に対応が決定・通知発出されるので、都度対象範囲等を確認する
【令和６年 能登半島地震の際の事例】
保険証の提示がなくても保険診療が可能に


・災害の被災者に係る被保険者証等の提示等について（医療保険）
被保険者証等を紛失あるいは家庭に残したまま避難している場合であっても、氏名、生年月
日、連絡先（電話番号等）のほか、被用者保険の場合は事業所名、国民健康保険及び後期高
齢者医療制度の場合は住所（国保組合の場合には、これに加えて組合名）を申し立てること
で受診できる。


・災害の被災者に係る被保険者証等の提示等について（介護保険）
被保険者証及び負担割合証を消失あるいは家屋に残したまま避難していることにより、
（略）氏名・住所・生年月日・負担割合を申し立てることにより、被保険者証等を提示した
ときと同様のサービスを受けられる取扱いとする。


・その他共済、公費等も同様の取扱いが示された。 45







医療保険等の取扱い
～災害時に発出される厚労省通知・事務連絡～


過去の災害時においては、通常の医療に関して以下のような対応がなされている。
被災地の医療機関・薬局のみならず、避難されてきた被災者への対応のために、被


災地以外の医療機関・薬局も理解しておく必要がある。
発生した災害毎に対応が決定・通知発出されるので、都度対象範囲等を確認する
【令和６年 能登半島地震の際の事例】
条件に該当する場合、一部負担金等の支払いが猶予


・災害の被災者に係る保険医療機関等における一部負担金等の取扱いについて
対象者（要件あり）は、一部負担金等の支払いを受けることを、２に掲げる期間猶予するこ
とができるものとする。（２：発出時は令和６年４月末までとされた。延長されることもあ
る）


・災害の被災者に係る利用料等の介護サービス事業所等における取扱いについて
介護サービスについても同様の取扱いが示された。


要件 被保険者/被扶養者の確認
住所が災害救助法の適用市町村内であることの確認
災害による被災状況等の申し立てをしたことの確認 46







令和6年能登半島地震の事例
被災地以外の医療機関・薬局も同様の対応


窓口で①氏名、②生年月日、③連絡先（電話
番号等）、④加入している医療保険者を確認


特例の期間と対象者に関する記載


保険請求の対応
• 窓口で申し立てがあった場合は、一部負担


金の支払いを受け取る必要はない
• 一部負担金を含めた全額を保険請求（レセ


プト請求）できる


47







医療保険等の取扱い
～災害時に発出される厚労省通知・事務連絡～


過去の災害時においては、通常の医療に関して以下のような対応がなされている。
被災地の医療機関・薬局のみならず、避難されてきた被災者への対応のために、被


災地以外の医療機関・薬局も理解しておく必要がある。
発生した災害毎に対応が決定・通知発出されるので、都度対象範囲等を確認する
【令和６年 能登半島地震の際の事例】
 マイナンバーカードがなくても、オンライン資格確認システムにより保険資格情報・医療情報の閲


覧が可能に
・オンライン資格確認等システムにおける「緊急時医療情報・資格確認機能」をアクティブ化す
る医療機関・薬局の範囲・期間について


災害等が発生した場合に、患者がマイナンバーカードを紛失等した場合であっても、医療機
関・薬局がオンライン資格確認等システムを通して保険資格情報・医療情報（薬剤情報・特
定健診情報等）を閲覧することができる。


※能登半島地震以降、薬局の建物や通信機器の損壊等により、薬局でオンライン資格確認等システムを利用でき
ないことや何らかの影響でかかりつけの薬局が利用できないため、かかりつけ以外の薬局を利用することな
どが想定されることから、支払基金や各都道府県の国民健康保険団体連合会が保有する被保険者等の既往歴
や薬歴等について、医療機関・薬局からの照会に応じ、提供されるようになった。 48







まとめ
支援活動の前にCSCAを確立する
災害時には、健康保険法に基づく処方箋（保険処方箋）・


災害救助法に基づく処方箋（災害処方箋）のいずれも発行
される可能性がある。
発行された処方箋（保険処方箋/災害処方箋）によって取


り扱いが異なる。
保険医療が稼働している状況においては、健康保険法に基


づく対応を念頭に置く。
災害時の医療保険等の取扱いは、避難されてきた被災者へ


の対応のために、被災地以外の医療機関・薬局も理解して
おく。 49







3 災害時における薬剤師の役割
（公衆衛生）
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災害支援薬剤師が確立するCSCAを説明できる。
避難所の種類や運営に係わる部署を挙げられる。
避難所生活での問題点を列挙できる。
スフィア基準の基本理念を説明できる。
災害関連死を防ぐTKBについて説明できる。
避難所の環境維持に必要な検査項目を列挙できる。
学校環境衛生基準を指標に適切な助言ができる。


【獲得目標】
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災害支援薬剤師のCSCA
（公衆衛生）


内容CSCA
• 薬剤師リーダーの決定
• 避難所の責任者への挨拶
• 避難所を管轄する部署との連携


Command & Control
指揮と連携


• 活動場所のリスク評価と安全確認
• 避難者の安全管理（防疫的観点からも）


Safety
安全


• 通信ツールの確保（Wi-Fi、無線機、電話など）
• コンタクトリストの作成
• 避難所運営会議からの情報収集
• 保健医療福祉調整本部/被災都道府県薬剤師会との情報共有


Communication
情報伝達


• METHANEレポートの作成（定期的な報告）
• 避難所の公衆衛生学的問題点の把握
• 避難所の衛生資機材の管理状態の把握


Assessment
評価


先ずやること
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災害時の公衆衛生サイクル


超急性期
（発生直後


～6時間）


急性期
（6～72時間）


亜急性期
（72時間～1ヶ月）


慢性期
（数ヶ月～数年）


静穏期


前兆期


自身・周りの人の安全確保
ライフラインの確認
情報収集


学校が避難所として使用可能かの判断
学校において使用する医薬品、毒物、


劇物の点検
感染症患者用の専用スペースの確保
環境衛生検査


• 教室等の環境
• 飲料水の水質、施設・設備
• 雑用水の施設・設備
• 学校の清潔、ネズミ・衛生害虫等


被災者の二次的健康被害の予防
健康に関する指導・助言


• 感染症
• 熱中症
• エコノミークラス症候群
• 生活不活発病


長引く避難生活への対応
環境衛生検査


• 教室等の環境
• 学校の清潔、ネズミ・衛生害虫等


健康に関する指導・助言
• こころのケア


学校が再開可能かの判断
環境衛生検査


• 教室等の環境
• 教室等の備品管理
• 水泳プールの水質検査


学校において使用する医薬品、毒
物、劇物の点検


災害への備え
• 非常時の対応について学校側と協議
• 検査に必要な施設・設備等の図面等の


書類の保存の有無の確認
• 学校が所有する井戸水等の有無の確認
• 学校における毒物及び劇物の保管管理


に関する点検
• 学校における防災訓練への参加・協力


災害発生


〔熊本県薬剤師会：「災害時における学校薬剤師公衆衛生活動マニュアル」を一部改変〕
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福祉避難所一般の避難所項 目
左のうち、高齢者、障害者、妊産婦、乳幼児、病
弱 者等避難所において何らかの特別な配慮を必要
とする者


災害により現に被害を受け、又は受けるおそれの
ある者


対象者


左に加えて、下記対象経費の通常の実費を加算1人 1日当たり 330円以内費用の限度額


同左災害発生の日から7日以内救助期間
左に加えて、
1 おおむね10人の対象者に1人の生活に関する相談
   等に当たる職員等の配置経費
2 高齢者、障害者等に配慮した簡易洋式トイレ等
   の器物の費用
3 日常生活上の支援を行うために必要な消耗器材
   費などを加算できる。 


避難所の設置、維持及び管理のための賃金職員雇
上費、 消耗器材費、建物等の使用謝金、借上費又
は購入費、光熱水費並びに仮設便所等の設置費 


対象経費


あらかじめ指定した避難所でなくても、被災者が避難して実質的に避難所としての機能を果たした場合は対象。
原則として、学校、公民館、福祉センター等の公共施設等を避難所に指定すること。
要配慮者向けに福祉避難所を設置することも可能であること。
避難の長期化が見込まれる場合や要配慮者を対象に旅館やホテルを借り上げて、避難所とすることも可能。
在宅で避難生活を送っている被災者に対しても、避難所で配布している物資・情報等については避難所に取りに来られた場合は


配布すること。


災害救助法における避難所の設置


※下線部は特別基準の設定が可能


※下線部は特別基準の設定が可能
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福祉避難所一般の避難所項 目
左のうち、高齢者、障害者、妊産婦、乳幼児、病
弱 者等避難所において何らかの特別な配慮を必要
とする者


災害により現に被害を受け、又は受けるおそれの
ある者


対象者


左に加えて、下記対象経費の通常の実費を加算1人 1日当たり 330円以内費用の限度額


同左災害発生の日から7日以内救助期間
左に加えて、
1 おおむね10人の対象者に1人の生活に関する相談
   等に当たる職員等の配置経費
2 高齢者、障害者等に配慮した簡易洋式トイレ等  
   の器物の費用
3 日常生活上の支援を行うために必要な消耗器材
   費などを加算できる。 


避難所の設置、維持及び管理のための賃金職員雇
上費、 消耗器材費、建物等の使用謝金、借上費又
は購入費、光熱水費並びに仮設便所等の設置費 


対象経費


一般の避難所と同様に、あらかじめ指定した福祉避難所でなくても、要配慮者を避難させて実質的に福祉避難所としての機
能を果たした場合は対象となる。 
公的な宿泊施設又は旅館、ホテル等も、発災後に福祉避難所として利用できること。 
特養、老健等の入所対象者は、緊急入所等介護保険の枠組みで対応し、法の対象ではないこと。 
福祉避難所を指定したときは公示し、その施設の情報について、要配慮者を含む関係者等に周知するとともに、周辺の福祉


関係者の十分な理解を得ておくこと。 


災害救助法における避難所の設置
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学校を指定避難所として指定する場合は、学校が教育活動の場であることに配慮す
る。指定 避難所としての機能は応急的なものであることを認識の上、指定避難所とな
る施設の利用方法等について、事前に教育委員会等の関係部局や地域住民等の関係者
と調整を図るものとする。学校における指定避難所運営に関しては、県及び市町村の
防災部局と教育関係部局が連携し、適切な協力体制の構築に努めるものとする。併せ
て、指定避難所として指定されている学校の災害時の安全性確保のための方策を検討
するものとする。 


第2 避難路、指定緊急避難場所・指定避難所の選定・指定及び被災者の生活環境の整備
3 指定緊急避難場所、指定避難所の指定 
（2）指定避難所の指定  


学校における指定避難所の運営に関しては、県
及び市町村の防災部局と教育関係部局が連携
する。


福岡県地域防災計画（例示）


〔令和2年3月31日 福岡県防災会議より〕
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市町村災害対策本部
（避難所支援班）


避難所運営委員会 外部支援者
自治体や町内会・自主防災組織・民生
委員など地域の代表者、その他の避難
所利用者の代表、市町村担当者、施設
利用者


 社会福祉協議会
 NPO、ボランティア
 医療、福祉事業者など
 警察
 都道府県
 他自治体からの応援職員など


支援


協力


顔の見える関係つくり


避難所運営体制イメージ


避難所運営会議


学校薬剤師


〔福岡県総務部防災危機管理局消防防災指導課：福岡県避難所運営マニュアル作成指針（令和5年6月改訂）より〕
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避難所レイアウト（例示）


〔福岡県総務部防災危機管理局消防防災指導課：福岡県避難所運営マニュアル作成指針（令和5年6月改訂）より〕
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トイレ 入浴シャワー 食事 選択 寝具 冷暖房 衣類 情報機器 携帯電話


対象：避難所生活されている方（101名）
方法：地震直後（2-3日目）に不便に思ったことを3項目ずつ選択


平成28年熊本地震の事例
避難所生活で不便に思ったこと


1番はトイレ！1番はトイレ！


〔学校のトイレ研究会：熊本地震避難所アンケート（2016年7月）より〕
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避難所のほとんどが断水しており、避難所内の水洗トイレは使えず屋
外にある仮設トイレを使用していた。


沿岸部では1階部分が浸水している避難所では、仮設トイレは１階に
あり、膝の悪い高齢者にとっては学校の階段を上下してトイレへ向か
うこと自体困難であった。


体育館に避難している場合でも、夜間暗がりの中、密集を抜けて移動
することは周囲への迷惑もありトイレ移動を控えることが多かった。


その結果、飲み水もなく避難してきたにもかかわらず、結果的に避難
所でも水分摂取を控えていた。


平成23年東日本大震災の事例
トイレを我慢した原因は？


〔柴田宗一：静脈学, 23 : 321-326, 2012より〕
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【最低基準】
 人びとは十分な数の、適切かつ受け入れられるトイレを安心で安全にいつでもすぐに使用することができる。


スフィア基準
災害や紛争の影響を受けた人びとには、尊厳ある生活を営む権利があり、従って、支援


を受ける権利がある。
災害や紛争による苦痛を軽減するために、実行可能なあらゆる手段が尽くされなくては


ならない。


【基本行動】
 衛生設備の設置場所、デザイン、適切さについて、全ての利用者（特に女性や移動に不自由があるヒト）の意


見を求め、賛同を得ている。


例えば避難所のトイレは？


【基本指標】
 子ども、高齢者、妊婦、障がい者を含む被災集団全員が安全に使うことができる。
 日中や夜間も、特に女性や少女の安全上の危険が最小化されるように設置されていること


【ガイダンスノート】
 50人につき1基、女性と男性の比率は3：1となるように計画
 可能であれば男性用小便器も設置する


全ての基準・指標に合致することに固執しない。
説明と悪影響の評価を繰り返し、適切な緩和措
置をとることが大事。 61







災害関連死を防ぐTKB
「震災関連死」は、災害後の避難生活による体調の悪化などが原因で亡
くなることをいう。東日本大震災での原因は、 「避難所等における生
活の肉体・精神的疲労」が約３割、「避難所等への移動中の肉体・精神
的疲労」が約２割、「病院の機能停止による初期治療の遅れ等」が約２
割であった。


災害死を防ぐTKB
清潔なトイレにするT
暖かい食事を提供するK
床での雑魚寝を避けるB


冬の災害死を防ぐTKB+W
清潔なトイレにするT
暖かい食事を提供するK
床での雑魚寝を避けるB
暖かい環境をつくるW


「震災関連死」を防ぐには、
避難所の住環境を整えることが大事 62







健康相談票 避難所日報（避難所状況） 避難所日報（避難者状況）


避難所アセスメント


〔管轄避難所等情報の記録様式について：令和2年7月6日事務連絡，厚生労働省健康局健康課保健指導室より〕
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避難所アセスメントでの観点
薬剤師が出来ること評価項目


避難所の責任者に挨拶、行政の関連部署との連携組織や活動
避難所運営を援助している組織との情報共有自主組織
要配慮者の把握・情報共有配慮を要する人
学校環境衛生基準を指標に評価・助言避難所の概況
学校環境衛生基準を指標に評価・助言施設の広さ/スペース密度
学校環境衛生基準を指標に評価・助言環境的側面
医療に繋ぐまでのOTCや薬局アイテムの手配・配布・説明医療の提供状況
消毒薬の種類の助言・使用する濃度の調製・指導防疫的側面
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避難所の環境調査の様子
令和2年7月豪雨災害の事例（人吉市）


学校環境衛生基準の値（科学的根拠）を示し、定期的に換気するように促した。
熊本県薬剤師会 常務理事 藤本洋一 先生 画像提供
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まとめ
支援活動の前にCSCAを確立する
災害時に学校は指定避難所として利用される。
避難所には一般の避難所と福祉避難所がある。
避難所の運営は、被災都道府県及ひ市゙町村の防災部局と教


育関係部局が連携する。
避難所生活で避難者が最も不便に感じることはトイレ問題


である。
学校環境衛生基準を指標に適切な助言をすることが大事。
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以上で今回の解説を終わりに致します。
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4 災害時における薬剤師の役割
（災害薬事コーディネーター）
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災害薬事コーディネーターが確立するCSCAを説明できる。
急性期に被災状況を把握する項目を列挙できる。
災害薬事コーディネーターの定義を説明できる。
保健医療福祉調整本部での活動を説明できる。
地域保健医療福祉調整本部での活動を説明できる。


【獲得目標】
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災害薬事コーディネーターのCSCA


内容CSCA
• 災害医療コーディネーターへの挨拶
• 薬剤師リーダーの決定と役割分担
• 保健医療福祉調整本部内での連携


Command & Control
指揮と連携


• 活動場所の確保
• 活動場所のリスク評価と安全管理


Safety
安全


• 通信ツールの確保（Wi-Fi、無線機、電話など）
• コンタクトリストの作成
• 保健医療福祉調整本部会議からの情報収集
• 被災都道府県薬剤師会/病院薬剤師会との情報共有


Communication
情報伝達


• METHANEレポートの作成（定期的な報告）
• 医療機関/薬局/医薬品卸の被災状況把握
• 支援に必要な薬剤師の算出・派遣要請


Assessment
評価


先ずやること
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大規模災害時の保健医療福祉活動に係る体制の整備


令和4年7月22日


6







令和4年7月22日


大規模災害時の保健医療福祉活動に係る体制の整備について「抜粋」
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令和4年7月22日


大規模災害時の保健医療福祉活動に係る体制の整備について「抜粋」


保健医療福祉調整本部では、被災都道府県の薬務主管課
と災害薬事コーディネーターが協働で活動する
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令和5年6月29日


疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について 


災害時における医療体制の構築に係る指針 


第１災害医療の現状
２ 災害医療の提供
（11）災害薬事コーティ゙ネーター
災害薬事コーディネーターとは、災害時に、都道府県並びに保健所及び市町村が行う保健医療活動における


薬事に関する課題解決のため、都道府県か設゙置する保健医療福祉調整本部並びに保健所及び市町村における保
健医療活動の調整等を担う本部において、被災地の医薬品等や薬剤師及び薬事・衛生面に関する情報の把握や
マッチング等を行うことを目的として、都道府県において任命された薬剤師である。 


各都道府県において、災害薬事コーティ゙ネーターの研修事業等を実施し、災害薬事コーディネーターの養成
及びその能力向上に努めている。 


医政地発0629第3号


厚生労働省医政局地域医療計画課長


災害薬事コーディネーターは、保健医療福祉調整本部において、被災
地の医薬品等や薬剤師及び薬事・衛生面に関する情報の把握やマッチ
ング等を行う


薬剤師の職種指定


9







保健医療福祉調整本部の組織図（例示）


被災都道府県災害対策本部


保健医療福祉調整本部


医療調整本部 薬事対策本部 都道府県薬剤師会


地域/支部薬剤師会


関係部署


地域保健医療福祉調整本部 地域保健医療福祉調整本部


災害医療コーディネーター


災害薬事コーディネーター


地域保健医療福祉調整本部


日本薬剤師会
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保健医療福祉調整本部の様子
令和6年能登半島地震の事例


11







保健医療福祉調整本部の組織図
令和6年能登半島地震の事例


石川県薬剤師会
石川県病院薬剤師会


災害薬事コーディネーター


石川県保健医療福祉調整本部会議資料より
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① 各地モバイルファーマシーの運用状況確認
② 医療資機材のPush支援の状況確認
③ 災害処方箋/外部支援薬剤師への日報作製（トレンド解析の手順やマニュアル作り）
④ 日病薬人員補填の状況共有
⑤ 医薬品卸・各地集積場所のお困り事対応（納品状況の確認）
⑥ 帰るチームが置いていく医薬品/資機材の対応
⑦ ドローン運用の確認・情報共有
⑧ オンライン診療体制フロー作成
⑨ 孤立集落への医薬品供給についてのプラン作成
⑩ 災害支援薬剤師（日薬・日病薬）の活動状況モニター
⑪ モバイルファーマシー撤収時期の検討
⑫ 能登北部2次医療圏の仮設救護所・モバイルファーマシーの場所・対応時間を調査
⑬ DPAT、DiaMATのポリファーマシー問題の対応
⑭ 金沢市内の調剤薬局の負担軽減プランの検討
⑮ 災害対策本部会議と保健医療福祉調整本部会議の資料（薬剤師の活動状況）作成


災害薬事コーディネーターの活動（抜粋）
令和6年能登半島地震の事例
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① 薬局の被災状況アセスメント
② 医薬品卸の被災状況アセスメント
③ 業務継続中の薬局リスト・マップ作成→被災病院の地域連携室と共有
④ 被災病院の調剤機器の手配
⑤ 被災地域の医薬品供給フロー作成→DMAT医療調整本部と共有
⑥ 国からの災害関連通知の確認→被災地域追加の要請


災害薬事コーディネーターの活動（抜粋）
令和5年7月九州北部豪雨災害の事例
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地域保健医療福祉調整本部の組織図（例示）


地域保健医療福祉調整本部


地域/支部薬剤師会


救護所 避難所


医療調整本部


病院支援指揮所


薬事対策本部


仮設調剤所


関係部署


都道府県薬剤師会保健医療福祉調整本部


モバイルファーマシー


災害薬事コーディネーター


災
害
支
援
薬
剤
師


災
害
支
援
薬
剤
師


災
害
支
援
薬
剤
師


災
害
支
援
薬
剤
師


災害医療コーディネーター


災
害
支
援
薬
剤
師 15







地域保健医療福祉調整本部の様子
令和2年7月豪雨災害の事例（人吉医療センター内）
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被災都道府県の薬務主管課


何でもやります
病院に薬剤師居ません


いつもの薬無いよ


いつまで
待たせるんだ！


現場に薬欲しい


避難所に消毒が
無いらしいよ


厚労省からの
通知は？


デポ剤が欲しい


ドローン使って
良いの？


トイレ
無いの…


ボランティアです 待機場所は？


災害
対応


災害薬事コーディネーターの役割


日常
業務


被災都道府県の薬務主管課は
日常業務に加え災害対応で疲弊する
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何でもやります
病院に薬剤師居ません


いつもの薬無いよ


いつまで
待たせるんだ！


現場に薬欲しい


避難所に消毒が
無いらしいよ


厚労省からの
通知は？


デポ剤が欲しい


ドローン使って
良いの？


トイレ
無いの…


ボランティアです 待機場所は？


災害薬事
コーディネーター


調整します助かるなあ


連携


被災地担当者の
負担軽減


災害薬事コーディネーターの役割


被災都道府県の薬務主管課


災害薬事コーディネーターは被災等道府県
の薬務主管課と連携して災害対応にあたる
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まとめ
支援活動の前にCSCAを確立する
災害薬事コーディネーターは、保健医療福祉調整本部で被


災都道府県の薬務主管課と協働で活動する。
主な活動は、被災地の医薬品等や薬剤師及び薬事・衛生面


に関する情報の把握やマッチング等である。
保健医療福祉調整本部に対して薬事・衛生面に関して適切


な助言を行う。
日常業務と災害対応で疲弊する被災都道府県の薬務主管課


の業務を軽減することも大事。
19







5 災害時の薬剤師の役割
（薬剤師会・病院薬剤師会）


20







薬剤師会が確立するCSCAを説明できる。
災害の現状分析と活動目標を立てることができる。
災害支援に関する情報管理と資源管理ができる。
不確実な災害状況に対応するための意思決定ができる。
支援者の「心のケア」について組織として対応できる。
過去の災害での薬剤師会の活動を知る。


【獲得目標】
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薬剤師会・病院薬剤師会のCSCA


内容CSCA
• 本部長の決定と役割分担
• 保健医療福祉調整本部との連携/リエゾン派遣


Command & Control
指揮と連携


• 活動場所の確保
• 活動場所のリスク評価と安全管理


Safety
安全


• 通信ツールの確保（Wi-Fi、無線機、電話など）
• コンタクトリストの作成
• 保健医療福祉調整本部会議からの情報収集
• 日本薬剤師会/日本病院薬剤師会への報告・情報共有
• 災害薬事コーディネーターへの待機連絡


Communication
情報伝達


• METHANEレポートの収集（定期的な報告
• 災害処方箋の管理）
• 医療機関/薬局/医薬品卸の被災状況把握
• 支援に必要な薬剤師数の算出
• 派遣要請/ボランティア薬剤師募集の検討


Assessment
評価


先ずやること
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都道府県薬剤師会の活動（例示）
現状分析と活動目標


情報の収集・伝達・記録・共有


現状を分析して組織の活動目標をたてる


災害支援薬剤師のチーム管理は？
医薬品・衛生資機材の調達は？
医薬品・衛生資機材の在庫は？
調剤済み災害処方箋の対応は？


情報管理（ニーズ・資源）


資源管理（ヒト・モノ）


情報と資源を管理
収集：被災状況の把握、リスク評価
伝達：リエゾンの派遣、webの活用
記録：クロノロの作成、日報の収集など
共有：会議の開催（web会議を含む）


チーム管理：受付票の作成、日薬への要請
資機材調達：平時の調達ルートの確認・要
請、行政との連携（協定の確認）
在庫管理：電子化、webの活用
処方箋の管理：仮設調剤所の設置母体の確
認、行政との連携
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Observe


Orientate


Decide


Act


みる


わかる


きめる


うごく OODA
LOOP


不確実な災害状況に対応するための意思決定
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保健医療福祉調整本部の組織図
令和6年能登半島地震の事例


石川県薬剤師会
石川県病院薬剤師会


石川県保健医療福祉調整本部会議資料より
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石川県薬剤師会災害対策本部の組織図
令和6年能登半島地震の事例


災害対策本部


日薬災害対策本部


MP/支援薬剤師の配置県薬ボランティア
調整


本部長


県との調整


情報発信


MPの医薬品発注


現地視察


日本薬剤師会石川県薬剤師会災害対策本部
本部長：石川県薬剤師会会長


OTC医薬品配布


県リエゾン 被災地の薬局支援


クロノロ 現地との連絡・調整


日報の収集・整理


質問対応


支援薬剤師チーム管理
支援物資配送


薬剤師会理事


MP：モバイルファーマシー 26







輪島


珠洲


能登


穴水
門前


七尾


羽咋


金沢


1/7-3/9
444 123


1/10-2/18
161 108


1/22-2/29


77


1/9-3/5
324 95


1/14-3/5
271 129


1/10-2/8
174 73


支援薬剤師宿泊所
日薬柴垣現地本部 139


日薬金沢本部 130


被災地に派遣された薬剤師数
令和6年能登半島地震の事例


2/4-3/31
147


日本薬剤師会スキームに
よる派遣者【2,395】


石川県薬剤師会による派遣者
【1,701】


【輪島】223（含NPha177）


【志賀町】58）


【門前】2


【珠洲】55


【能登】3


【石川県薬災害対策本部】426
【額谷】325
【松任】 44
【小松】 25


【七尾】73


【1.5次避難所】340


【穴水】127（含 富山・福井54）


○病院薬剤部支援 572
○日本チェーンドラッグストア協会等 91


総数 4,759
※DMAT, JMAT等の薬剤師は含まず


※数字は薬剤師数 27







① 薬局の被災状況アセスメント
② 医薬品卸の被災状況アセスメント
③ 安否確認システムを活用して被災地域内の薬局の安否確認
④ 業務継続薬局をマッピング → 災害薬事コーディネーターと情報共有
⑤ 国からの災害関連通知の確認を日本薬剤師会に要請


福岡県薬剤師会の活動
令和5年7月九州北部豪雨災害の事例


福岡県庁DMAT調整本部・被災病院の地域連携
室と地図情報・開局薬局リストを共有した。


災害対策本部


福岡県薬剤師会災害対策本部
本部長：福岡県薬剤師会会長


本部長 情報収集・発信
災害薬事Co


福岡県庁
保険医療福祉調整本部


福岡県薬剤師会災害対策本部の組織図


28







支援者の心のケア
災害救護者や支援者に生じ得るストレスを「惨事ストレス」と呼ぶ。
このような反応は「異常な事態に対する正常な反応」であり、誰にで


も起こりえる。
心身の反応は、時間とともに収まる場合がほとんどであるが、自分自


身が気づき、対処することが重要であることを活動する災害支援薬剤
師に周知することが大事である。 


気分の高まり、不安・イライラ・悲しみ・怒り、自分を責める、無力感・不全感
を感じる、繰り返し思い出す（フラッシュバック）、思い出すことを避ける、現
実感がなくなる、感情が麻痺する、物事に集中できない


気持ちの変化


動悸、発汗、音や振動など刺激に過剰に驚く、不眠（入眠障害、中途覚醒）、食
欲の低下身体の変化


仕事に没頭する、休みを取りたがらない、人と係わりたくない、アルコール・タ
バコが増える行動の変化


災害救護の従事者に起こりえる心身の反応 
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支援者のストレスチェック
 K6質問票は、6項目の質問で「こころの健康」をチェックすること


ができるスクリーニングであり、うつ病を含む気分・不安障害のス
クリーニング（ストレスチェック）として学術的に検討された質問
票である。


4点
いつも


3点
たいてい


2点
ときどき


1点
少しだけ


0点
全くない


神経過敏に感じましたか1
絶望的だと感じましたか2
そわそわ落ち着きがなく感じましたか3
気分が沈んで、何が起こっても気が晴れ
ないように感じましたか4


何をするのも骨折りだと感じましたか5
自分は価値がない人間だと感じましたか6


こころの健康チェック：K6質問票（本人記入）


合計点が9点以上あれば、うつ病や不安障害の可能性が高いといえます。 合計 点30







まとめ


被災状況の現状分析と活動目標を立てて災害対応を始める。
情報管理と資源管理をコントロールすることが大事。
不確実な災害状況に対応するための意思決定にはOODAループ


を活用する。
過去の災害での薬剤師会の活動を知ることは組織活動のヒント


になる。
災害対応後に支援者の「心のケア」を組織として考える必要が


ある。
組織として災害対応から平時の医療に戻す活動が求められる。


31







6 災害に備える業務持続計画（BCP）
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事業持続計画（BCP: Business Continuity Plan）につい
て説明できる。
BCPと災害対策マニュアルの相違について説明できる。
業務継続マネージメント（BCM: Business Continuity 


Management）の重要性を理解できる。
BCP作成のための重要ポイントを列挙できる。
地域持続計画（District Continuity Plan: DCP）について


説明できる。


【獲得目標】
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BCPとは？
事業持続計画（Business Continuity Plan: BCP）とは、企業や団体


が自然災害、大火災、テロ攻撃など緊急事態に遭遇した場合に、事業
資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早
期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時における
事業継続のための方法、手段などを取り決めておく計画をいう。
医療機関は、大規模災害の発生や新興感染症の拡大により平時の業務


を実施することが困難になるが、地域の医療を担う医療機関（病院・
薬局）が医療サービスの提供を停止することは看過できない。
医療機関が通常通りに業務を実施するには、業務を中断させないよう


に準備するとともに、中断した場合でも優先業務の実施や速やかな業
務再開のため、予め検討した方策を計画書としてまとめておくことが
大事である。 
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BCP（Business Continuity Plan）


災害対策マニュアル


応急救助 復旧防災


通常業務の継続事前準備


通常業務の再開


インフラの復旧業務
検証


BCPと災害対策マニュアルの相違


災害
発生
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初期対応
代替手段


優先業務の復旧


通常営業 BCPの実施
医
療
サ
ー
ビ
ス
レ
ベ
ル


ダメージ軽減


早期回復
対策未実施


災害発生からの時間


災害
発生


0


なぜBCPが必要なのか


高


低
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BCP作成のポイント
災害時の被災状況を想定し、それを前提とする。
緊急事態下で継続すべき業務を絞り込む。
継続する業務のサービスレベルの目標、中断する業務の再開目標を


定める。
目標に応じて業務資源（ヒト・モノ）の確保など必要となる対策


を事前に検討し、実行する。
訓練を行い、現状と目標の差を検証し、継続的に見直す。
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BCP（Business Continuity Plan）


災害対策マニュアル


応急救助 復旧防災 災害
発生


通常業務の継続事前準備


通常業務の再開


インフラの復旧業務
検証


BCPで大事なコト
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BCPを運用してみる
BCPの策定後は、事前対策や教育・訓練を行い、BCPを継続的に改善
するために必要な実効性の確保・維持・向上を図る業務継続マネージ
メント（Business Continuity Management: BCM ）を行う。


 災害の想定
 BCPの修正・改訂


 訓練の実施
 BCPの運用


 実行性の評価
 適格性の評価


 管理者への報告
 BCPの見直し


BCM
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BCPとDCP
地域持続計画（District Continuity Plan: DCP）は、災害発生時に


被災地域内の企業や団体が連携して重要なライフラインや施設を早
期復旧・業務継続させるための計画をいう。
地域の医療を担う医療機関（病院・薬局）が医療サービスの提供を


停止することは看過できない。
地域の医療機関が、被災して業務再開・継続するには、予め地域の


医療の拠点と複数の医薬品供給拠点を予め検討した方策を計画書と
してまとめておくことが重要となる。
医薬品供給拠点は、患者が選択できるように複数の拠点をリスト化


することが望ましい（特定の薬局では保険医療機関及び保険医療養
担当規則に抵触するおそれあり）。
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まとめ


緊急事態に遭遇した場合に、損害を最小限にとどめつつ、
中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするため
の計画をBCPという。
BCPの作成は緊急事態下で継続すべき業務を絞り込み、継


続する業務のサービスレベルの目標、中断する業務の再開
目標を定めることに着眼をおく。
BCP策定後は、事前対策や教育・訓練を行いBCMを行う。
地域での事業持続計画はDCPという。
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7 災害時の災害対策マニュアル
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災害対策マニュアルとBCPの相違について説明できる。
災害対策マニュアルのコンセプトを説明できる。
マニュアルの改訂ポイントを説明できる。


【獲得目標】
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BCP（Business Continuity Plan）


災害対策マニュアル


応急救助 復旧防災


通常業務の継続事前準備


通常業務の再開


インフラの復旧業務
検証


災害対策マニュアルとBCPの相違


災害
発生
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改訂版「薬剤師のための災害対策マニュアル」
平成23年度厚生労働省科学研究「薬剤師のための災害対策マニュアル」


令和3～5年度厚生労働省科学研究
改訂版「薬剤師のための災害対策マニュアル」


13年
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医療提供体制（Medical management）


医療サポートの実践（Medical support）


薬事提供体制（Pharmaceutical Management）


薬事サポートの実践（Pharmaceutical Support）


改訂版「薬剤師のための災害対策マニュアル」
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改訂作業の工程
ドラフト版1.0の作成2023年


7月


改訂版「薬剤師のための災害対策マニュアル」の完成・公開（3.11）


研究班会議（8/30）で取りまとめ・ドラフト版1.1の公開


日本薬剤師会・日本病院薬剤師会災害対策委員会に諮問・答申


全国災害担当者会議開催（11/15）・ドラフト版2.0の配布


各都道府県薬剤師会・病院薬剤師会からパブリックコメント募集→修正


令和6年能登半島地震での薬剤師による救護活動を反映して追記・修正


2023年
9月


2023年
10月


2023年
11月


2023年
12月


2024年
1月


2024年
3月
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はじめに
第１章 病院・診療所の薬剤部門
第２章 薬局
第３章 地域薬剤師会（支部薬剤師会）
第４章 都道府県薬剤師会・都道府県病院薬剤師会
第５章 日本薬剤師会
第６章 日本病院薬剤師会（新設）
第７章 災害時の薬剤師の救護活動
第８章 災害支援薬剤師・災害薬事コーディネーターの標準的研修
（新設）
資料編


BCP


マニュアルの構成
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Pharmaceutical Management（薬事提供体制の確立）
Command & Control
Safety
Communication
Assessment


指揮と連携
安全
コミュニケーション
評価


指揮系統の確立と連携先の確認
安全の確保・維持
通信の確保、情報の共有・連携
評価:METHANE


Pharmaceutical Support（薬事サポートの実践）
Pharmaceutical Triage
Preparation
Provide Pharmaceuticals


薬事トリアージ
準備・調剤
供給


薬物療法のサポート順位の決定
ヒト・モノの準備・調剤/公衆衛生
ヒト・モノ・情報の提供


本文の構成
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第７章「薬剤師の救護活動」には以下を追加
保健医療福祉調整本部での活動
災害薬事コーディネーターの活動
モバイルファーマシーの活用 → 運用案を例示
公衆衛生活動
感染制御
災害時の薬事データ管理の意義
支援者のメンタルヘルス言及


資料編の再構成・新規資料の追加 → 災害処方箋様式の改訂、災害時携
行医薬品リストの更新


資料16「用語の説明」に、約40語を追加して五十音順・アルファベット
順に整理


マニュアル改訂のポイント
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旧書式（案） 新書式（案）


改訂版マニュアルでは、医師記入欄の「処方内容」に加えて、薬剤師記入
欄の「処方薬の薬効群アセスメント用のチェック項目」を追加した。


保険処方箋


災害処方箋の様式変更


災害処方箋
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□降圧剤（Ca拮抗薬）8循
環
器


Sy
st


em
ic 


m
ed


ica
tio


n


□降圧剤（ACE阻害薬・ARB）9
□抗狭心症薬（硝酸薬）10
□止瀉薬11


消
化
器


□整腸剤12
□消化性潰瘍用剤（防御因子増強）13
□消化性潰瘍用剤（攻撃因子抑制）14
□下剤（塩類下剤）15
□下剤（大腸刺激性）16
□鎮痙薬17
□胃腸機能調整薬18
□気管支拡張薬・喘息治療薬19呼


吸
器


□鎮咳剤20
□去痰剤21
□抗血液凝固剤（ワルファリンを除く）22


血
液 □ワルファリン23


□抗血小板剤24
□抗生物質（ペニシリン系）25


抗
微
生
物


□抗生物質（セフェム系）26
□抗生物質（マクロライド系）27
□化学療法薬（キノロン系）28
□抗ウイルス薬29
□抗不安薬30


中
枢
神
経


□催眠・鎮静薬（超短期作用型）31
□催眠・鎮静薬（短期作用型）32
□総合感冒薬33
□解熱鎮痛消炎剤34
□抗てんかん薬・抗パーキンソン薬35
□副腎ホルモン製剤36


そ
の
他


□血糖降下薬37
□抗めまい薬38
□抗アレルギー薬39


災害処方箋（案）の例示
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大多数
の患者


限られた
医薬品


限られた医薬品で最大多数の傷病者に最善を尽くす！


災害時医療の特殊性
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災害時医薬品リストの更新
内服薬


外用薬
注射剤


〔令和5年度厚生労働省科学研究「薬剤師・薬局における災害時等対応についての調査研究」研究班：改訂版 薬剤師のための災害対策マニュアル（令和6年3月）より抜粋〕
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まとめ


災害対策マニュアルは、応急救助に関して薬剤師が行うべき活
動をまとめたものである。


災害発生時は、スイッチを入れてCSCAで薬事提供体制を確立
する。


つぎにPPPで薬事サポートを実践する。
限られた医薬品で薬物療法を提案するのは薬剤師の腕の見せ所
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8 おわりに
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地震


原子力災害


津波


水害（洪水・氾濫）


噴火


台風


外部からの支援が必要な状態


災害とは・・・


57







佐賀豪雨災害 台風19号災害 新型コロナ感染症拡大


九州北部豪雨災害 西日本豪雨災害


東日本大震災 福島第一原発事故 御嶽山噴火


熊本地震


2011年3月


2018年7月2016年4月


2014年9月2011年3月


2019年10月


2017年7月


2020年1月2019年8月


過去をふりかえると！


ウクライナ紛争


ネパール地震


田主丸豪雨災害 能登半島地震


2015年5月


2024年1月2023年7月2022年2月


北海道胆振東部地震


2018年9月


令和2年7月豪雨災害


2020年7月


能登半島豪雨災害


2024年9月
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今後、大きな災害が起きないとは言い切れない！
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災害救護にあたっての行動指針
薬剤師倫理規定、行動規範を理解していること。


災害支援活動では、自立性の尊重、善行、公正の倫理３原則に、社会的規範と
しての道徳が強調される。支援にあたる薬剤師には、薬剤師倫理規定、行動規
範を十分に理解して救護にあたることが求められる。


必要な心構え・知識・技術を兼ね備えていること。
ただ単に熱意があるからというだけで災害現場に入って活動してはならない。現
場で活動するには、自己完結、自己責任を旨として行い、それ相応の知識と装
備・技術が必要不可欠である。


被災地において救護活動を行う上で最も重要なことは、被災者の救済を第一に
考えることである。その上で、薬剤師としての自覚を持ち、災害救助法の５つ
の原則に従って行動することが大事である。


被災者に対し、必要とされる支援を実施できること。
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災害救護にあたっての行動指針
自らを律し、自立した災害薬事活動を実施できること。


薬剤師という専門職にとらわれ「それは、薬剤師の仕事ではない」といった考
えをせずに、「被災地の方々の助けになることであれば何でも良い、自らが出
来ることをやろう」という気持ちで活動する。被災地の方々（もしくは薬局や
薬剤師会等）や他のボランティアに負担や迷惑をかけるような行動は厳に慎む
べきである。


自らの安全を確保できること。
被災地での活動は危険を伴うことを念頭に、自分・被災者・現場のリスク評価
を行い、許容できる活動なのかを常に考える。


被災地で的確な状況判断、臨機応変な行動を伴うことは当然であるが、行政は
もとより救護活動を行う医療チームのメンバー、被災地の薬局や薬剤師会との
協調性を保つことが重要である。


行政や他団体・機関と連携・協働ができること。
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災害救護にあたっての行動指針
必要な情報の収集や最新の動向を把握すること。


派遣前は事前に派遣元の薬剤師会や被災地の都道府県薬剤師会などの情報を得
て、被災地の都道府県薬剤師会の現地対策本部の指揮系統に従って行動する。


【基本的な留意事項】
① 心身ともに健康であること（セルフマネージメントの問題）。
② 礼節を重んじて接遇に十分に気を配り、他の派遣者や被災者と争いごとを起こさないように


注意する。
③ 被災地の現地対策本部の指揮下での活動となるため、報告・連絡・相談を着実にすること。
④ 現地対策本部の指揮系統に従って行動し 、自己中心的な行動は厳に慎む（自己満足の禁）。
⑤ 被災者のために用意されたあらゆるものの使用・利用を控える。
⑥ 被災者の精神的ケアを念頭に活動するとともに、自身の惨事ストレスにも留意する。
⑦ 化粧や香水等は控えめにし、嗜好品（酒・タバコ）は公然と使用しない。飲酒などによる大


騒ぎなど破廉恥な行為は厳禁。
⑧ 活動中の様子をSNSに投稿することは厳に慎む。
⑨ 派遣元に残っている仲間のことを忘れないこと。
⑩ 自信と信念をもってことにあたること。 62







オール薬剤師で災害対応


被災地の薬剤師会派遣元の薬剤師会


災害支援薬剤師


被災者
被災者の健康管理
被災地の公衆衛生


支援薬剤師の受援
被災した薬局の支援


派遣した薬剤師の後方支援
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薬剤師法第一条


「薬剤師は、調剤、医薬品の供給その他薬
事衛生をつかさどることによつて、公衆衛
生の向上及び増進に寄与し、もつて国民の
健康な生活を確保するものとする。」


災害対応でも、その責務と覚悟が求められる
64







以上で今回の解説を終わりに致します。
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